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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 競争政策 ②意見･要望提出者 （社）日本経済団体連合会 

③項 目 公共工事に係わる競争入札参加資格申請手続の見直し 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 競争入札参加資格申請手続きのインターネットによる受付、ワンストップ・サービス化

を実現するとともに、資格条件を統一化し、全ての競争入札に有効な統一資格とする。 

⑤関 係 法 令 なし ⑥共 管  

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

インターネットの受付、資格条件の統一に関しては法令の規定なし。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

  ■ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明） 

 競争入札参加資格申請手続きのインターネットによる受付については、平成 15、16 年度の資格に係る受

付から実施。 

 また、資格条件を統一化し、全ての競争入札に有効な統一資格とすることについては、他の公共工事を実

施している省庁との調整が必要なことから早期の実現は困難。 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 大臣官房経理課、農村振興局整備部設計課施工企画調整室 
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                                【 農林水産省 】 

①分   野  競争政策 ②意見･要望提出者 （社）日本経済団体連合会 

③項 目 公共工事に係わる一般競争入札の準備期間の確保 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 入札の公正確保・透明性向上の観点から、特に大規模公共工事の場合は、公告の実施時

期を大幅に前倒しをし、入札参加者の入札準備期間を十分に確保する。例えば、特定調達

契約の場合は、少なくとも入札期日の数ヶ月前には公告を行うこととする。地方公共団体

が実施する調達契約の場合も、国に準じた措置を講じる。 

 

 

⑤関 係 法 令  国の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める政令 

⑥共 管  

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

⑤記載の政令第５条の規定により、契約担当官等が特定調達契約につき一般競争に付する場合、

入札期日の 40 日前の官報による公告が義務付けられている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  ■ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明） 

 農林水産省においては、平成７年度から発注予定情報を公表しているところであり、この公表は入札準備

に対して十分参考になっているものと思料する。政府調達協定等に基づく国の特定調達契約の場合は、ご承

知のとおり入札期日の 40 日前の官報による公告が義務付けられており、農林水産省としてもこれを満足す

るよう、最大限の努力にて対応しているところである。 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 大臣官房経理課、農村振興局整備部設計課施工企画調整室 
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                                【 農林水産省 】 

①分       野  基準認証 ②意見･要望提出者 ＥＵ 

③項    目  植物防疫における非検疫有害動植物リストの拡大 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 非検疫病害虫リストに関し、切り花、鉢植植物、果実及び野菜に付着する全ての無害生物を含むよ

うにリストを拡大すること。このために、まず、ＥＵが要求している９種の害虫（注）を非検疫有害

動植物に指定すること。 

 非検疫リストに含まれていないクオリティー・ウイルスに対する許容レベルを引き上げること。 

（注）モモアカアブラムシ、マメクロアブラムシ、ワタアブラムシ、ダイコンアブラムシ、シクラメ

ンコブアブラムシ、ナミハダニ、リンゴハダニ、ミカンキイロアザミウマ、ネギアザミウマ 

⑤関 係 法 令  植物防疫法第５条の２  ⑥共 管 なし 

⑦精度の概要  

 

 

 

 

 

１ 植物の病害虫は一旦侵入・発生すると急速かつ広範にまん延することから、農作物等に甚大な被

害をもたらすおそれがあり、農業生産に多大な影響を与えかねない。このため、我が国への病害虫

の侵入を未然に防ぎ、我が国の農作物等を病害虫から守ることを目的として、植物防疫法に基づき、

全国の主要な海港や空港において輸入される植物等に対して検疫を実施している。 

２ 国内に広く分布し、国による発生予察事業等の対象とされていない等、検疫措置の対象外とする

ことが適当と考えられる病害虫を選定し、非検疫有害動植物のリストを定めている。 

⑧計画等における記

載の状況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定    □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）   

（説明）  

 

１ 我が国の植物検疫制度では、まん延した場合に有用な植物に損害を与えるおそれがある有害動植物のみを検疫有

害動植物としており、有用な植物に対して加害性を有しないものは、検疫の対象から除かれる。 

２ ＥＵが要求している９種の害虫については、検疫有害動植物に該当するため、現時点では、これらを非検疫有害

動植物のリストに追加することは困難である。 

３ 我が国は、今後とも、必要に応じ、非検疫有害動植物のリストの見直しを行い、病害虫の危険度に応じた植物検

疫を実施していくこととしている。 

４ 上記④の意見・要望中、「非検疫リストに含まれていないクオリティー・ウイルスに対する許容レベルを引き上

げること」については、平成 11 年 11 月の日・EU 規制改革対話専門家会合において、EU 側から、「EU 対外経済総局

の手違いで要望に入ってしまったが、オランダ側と調整した結果、EU としては関心がないので、次の要望リスト改

正時には訂正したい」との回答を受けている。したがって、この要望は削除されるべきである。 

 

⑩担当局課室等名 生産局植物防疫課 
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  【 農林水産省 】 

①分    野 基準認証 ②意見･要望提出者 ＥＵ 

③項    目  地域主義－動植物製品に関してＥＵを単一市場と認証すること 

④意見・要望等

の内容 

動植物検疫において、ＥＵを単一市場として承認し、ＥＵ域内の動植物検疫措置の決定にあたっては、

個別の承認の必要を無くすこと。 

 

⑤関 係 法 令 植物防疫法、家畜伝染病予防法 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

輸入の解禁や、疾病・病害虫の無発生地域の認定等といった動植物検疫措置の決定に関しては、実際

の疾病・病害虫発生国であり、かつ、実際の動植物検疫措置を講じ、その実施責任主体である当事国

との間で個別具体的な技術上の協議を行っている。 

 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

（実施（予定）時期：       ）  

   

（説明）  

 我が国がＥＵを単一地域とみなし、全加盟国に対して斉一に動植物検疫措置を適用するには、全加盟国においてそ

の適用が妥当と判断できる科学的根拠が提示される必要がある。しかし、実際には、域内における疾病・病害虫の発

生状況、適用される動植物検疫措置は共通ではなく、さらにその実施責任主体は欧州委員会ではなくて各加盟国にあ

ると理解するところである。 

欧州委員会が当事加盟国を対象とした動植物検疫措置の適用について我が国と協議を行うためには、提示される措

置の科学的な根拠のみならず、協議の対象となる欧州委員会が当事加盟国の代表として、当事加盟国の実施する動植

物検疫措置に責任をもちうる体制であるのか、一定の技術水準を保証し得るか等の未解明の課題が多く存在し、直ち

にこれを認めることは困難である。 

このことについては、日・ＥＵの専門家間による数回の情報交換を経て、９９年１１月に開催された日・ＥＵ規制

改革対話における専門家会合での協議の結果、欧州委員会から協議の実施を必要とする具体的な案件について提案を

受け、個々に協議を実施し得るか検討（ケーススタディ）を行うこととなった。 

 なお、その後、ＥＵ側からは具体的な提案はなされていない。 

 

⑩担当局課室等名 生産局植物防疫課、畜産部衛生課 
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                                                 【 農林水産省 】 

①分    野 基準認証 ②意見･要望提出者 ＥＵ 

③項      目  生鮮果実及び野菜の輸入を承認する規制手続き 

④意見・要望等

の内容 

日本の植物検疫制度に関するＷＴＯ紛争解決機関の勧告に基づき、スペイン産のクレメンティンとサ

ルスティアーナ種スウィートオレンジ生果実の輸入を承認する。 

⑤関 係 法 令 植物防疫法 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

１．我が国は、我が国農業生産に甚大な被害を与えると推察される１５種類の病害虫及び日本に産し

ない稲の病害虫の侵入を防止するため、植物防疫法に基づき、その寄主植物について輸入を禁止し

ている。 

２．輸入が禁止されている植物を輸入解禁するためには、対象となる病害虫の消毒技術の確立、無発

生地域の設定等の検疫措置により、我が国への病害虫の侵入を防止できることが試験・調査等に基

づいて明らかにされる必要がある。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

□ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 

１ スペイン産クレメンティンとサルスティアーナ種スウィートオレンジについては、日・スペイン間の植物防疫機

関の協議により０１年９月までに両品目についての低温殺虫技術の有効性についての技術的検討を了し、我が国に

おいて、輸入解禁手続きにおける次の段階である公聴会の開催を検討していたところ、2001 年 12 月、低温殺虫処理

され米国に輸入されたスペイン産クレメンティンからチチュウカイミバエが発見され、スペイン産クレメンティン

の輸入が一時停止された事例があったため、現在、スペインとの間で輸入解禁条件の再検討を行っているところで

ある。 

２．なお、我が国は、ＷＴＯ紛争解決機関の勧告に従って、品種別試験要求及びガイドラインを９９年１２月３１日

をもって廃止し、日米間で協議を行った結果、０１年１０月１２日付けで米国産りんご及びさくらんぼに対し、こ

れに代わる新たな方式（ＣＴ値方式）を採用したところである。 

しかし、この勧告に従った新たな方式は、コドリンガが寄生するおそれのある品目で、その殺虫のために臭化メ

チルくん蒸が適用されているか、又は今後適用され得る８品目（りんご、さくらんぼ、ネクタリン、くるみ、すも

も、なし、あんず及びまるめろ）に関するものであるので、スペイン産のオレンジについては、チチュウカイミバ

エの殺虫のための低温処理を適用しようとするものであることから、当該勧告に従った新たな方式とは直接関係は

ない。 

 

⑩担当局課室等名 生産局植物防疫課 
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【 農林水産省 】 

①分    野 基準認証 ②意見･要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項 目  食品品質表示基準の統一 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 食品に関する地方条例に基づく品質表示基準の廃止又は国レベル基準との一体化。 

 

 

 

⑤関 係 法 令 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に

関する法律（ＪＡＳ法） 

加工食品品質表示基準（告示） 等 

⑥共 管 なし 

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

一般消費者向けのすべての食品について、ＪＡＳ法に基づく告示（生鮮食品品質表示基準、加工食

品品質表示基準等）により、生鮮食品については名称及び原産地等、加工食品については名称、原材

料名、賞味期限等の表示を義務づけている。 

 都道府県等においては、これらの基準で規定されていない事項について、都道府県等の判断により、

表示の基準等を定め、事業者に対し表示を求めている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

 ＪＡＳ法に基づく食品の品質表示制度は、一般消費者の選択に資する観点から、国際的な表示ルールとの

整合を図りつつ、食品の種類別に表示すべき事項等を内容とする品質表示基準を定めているところである

が、都道府県等が住民福祉の向上等の観点から条例により独自の基準等を定めることは、地方自治に基づく

当該都道府県等の判断によるものと考えている。 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局品質課 
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  【 農林水産省 】 

①分   野 基準認証 ②要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項   目 品質表示基準の統一 

④要望の内容 

 

食品に関する地方条例に基づく品質表示基準の廃止又は国レベル基準との一体化 

 

⑤関 係 法 令 農林物資の規格化及び品質表示の適正

化に関する法律（ＪＡＳ法） 

加工食品品質表示基準（告示）  等 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 一般消費者向けのすべての食品について、ＪＡＳ法に基づく告示（生鮮食品品質表示基

準、加工食品品質表示基準等）により、生鮮食品については名称及び原産地等、加工食品

については名称、原材料名、賞味期限等を義務づけている。 

 都道府県などにおいては、これらの基準で規定されていない事項について、都道府県等

の判断により、表示の基準等を定め、事業者に対し表示を求めている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

 

 

 

該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難  □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

 

（説明）  

  

ＪＡＳ法に基づく食品の品質表示制度は、一般消費者の選択に資する観点から、国際的な表示ルールとの

整合を図りつつ、食品の種類別に表示すべき事項等を内容とする品質表示基準を定めているところである

が、都道府県等が住民福祉の向上等の観点から条例により独自の基準等を定めることは、地方自治の本旨に

即して当該都道府県等の判断により行うものと考えている。 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局品質課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②意見･要望提出者 （社）日本商品投資販売協会 

③項 目  機関投資家の運用制限に係る規制の撤廃 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

農業協同組合及び信用農業協同組合連合会の余裕金の運用について、商品ファンドによる運用を認

める。 

 

⑤関 係 法 令 農業協同組合法施行令第３条の５ 

平成 13 年金融庁・農林水産省告示第 19 号 

⑥共 管 金融庁 

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

農業協同組合及び信用農業協同組合連合会の余裕金運用の範囲については、経営の健全性の観点か

ら、農業協同組合法施行令等において制限している。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

 農協系統の金銭債権の取得による余裕金運用範囲は、関係法令等により流動性、安全性、農協等の運用時一体等を

勘案して定めているところである。商品ファンドについては、その市場規模や運用実績等を踏まえ、今後とも慎重に

対応すべきものであり、現段階では余裕金運用の範囲として含めることは困難と考える。 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 経営局金融調整課 



 9 

                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②意見･要望提出者 (社)日本商品投資販売業協会 

③項 目 商品ファンドの口座における建玉制限の撤廃  

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

商品取引所の「受託契約準則」において定められた建玉の制限を超える場合は、委託者の計算にお

いて転売若しくは買戻しをしなければならないが、多額の資金を有する商品ファンドの場合、容易に

制限枚数に達してしまうことから、商品ファンドからの運用については、建玉制限を撤廃すること。 

  

⑤関 係 法 令  ⑥共 管  

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

相場操縦を目論んだ投機資金の過度の流入を避けるため、各商品取引所の受託契約準則及び市場管

理要綱において、委託者及び会員ごとに商品別、限月別及び全限月合計の建玉数量の制限が定められ

ている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明） 

 建玉制限については市場管理上の問題であり、具体的には取引所の市場管理要綱で定めていることから、直接商品

取引所に申し出られたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②意見･要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会、(社)リー

ス事業協会、オリックス㈱ 

③項 目 商品ファンドにおける「主として商品投資により運用」の範囲について証券先物取引及び

金融先物取引も対象とする 

④意見・要望等

の内容 

商品ファンドは、「主として商品投資により運用」するものとして、商品先物取引、商品

オプション取引及び商品現物取引を主な取引にすることに限定しているが、「主として商

品」の範囲の確保を図りつつ、証券先物取引及び金融先物取引も対象として先物取引全般

の運用への拡大を図ること。 

⑤関 係 法 令 商品投資に係る事業の規制に関する

法律第２条 

商品投資販売業者の業務の運営に関

する基本事項について（局長通知） 

⑥共 管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要  

 

 

 

商品ファンドは、「主として商品投資により運用」するものとして、商品先物取引、商品

オプション取引及び商品現物取引に限定しており、一方、従たる部分においては、信託受

益権、抵当証券、有価証券、証券先物取引、金融先物取引等の金融商品の資産運用を限定

的に可能としている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし  

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

商品ファンドは、投資家から出資された財産をまとめて主として商品投資で運用することにより

得られた成果を配分する金融商品であり、商品投資に係る事業の規制に関する法律において、主た

る運用方法に商品投資以外の証券先物取引及び金融先物取引を追加し先物取引全般の運用を措置するこ

とは困難である。 

一方で、「主として商品投資により運用」する場合であってもその従たる部分においては、証券先物取引、

金融先物取引等金融商品を一部組み入れることができることとなっており、この運用割合に対する制限につ

いての規制緩和が可能か否かについて検討する。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                          【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②意見･要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会、(社)リー

ス事業協会、オリックス㈱ 

③項 目 商品ファンドにおける書類の閲覧についての規制緩和  

④意見・要望等

の内容 

商品投資販売業者が書類を顧客に閲覧する閲覧者は、商品ファンドの購入者だけではなく、

不特定多数の顧客が閲覧できるが、投信法での私募は閲覧の対象外になっているように、

一般の勧誘を行わない特定の顧客のニーズに合わせた限定的な商品ファンドに係る書類の

閲覧は、関係者のみに限定する規制の緩和を求める。 

 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関す

る法律第２０条 

・商品投資販売業者の業務に関する

命令第６条 

⑥共 管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要  

 

 

 

商品投資販売業者は、当該商品投資販売業者の業務及び財産の状況を記載した書類を営業

所ごとに備え置き、顧客の求めに応じ、閲覧させなければならない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし  

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

 商品投資販売業者に対して業務及び財産の状況を記載した書類の閲覧を義務づけているのは、投資家が投

資判断を行う上で、既存の商品投資の内容（運用状況等）と商品投資販売業者の経営状況を把握す

ることは、自己責任原則を基本とした投資家保護を図る上で重要なためである。 

 現状においては、不特定多数の顧客に対し勧誘を行わないで、特定の顧客との間でそのニーズに合わ

せた組成された、いわゆるプライベイト商品ファンドについても閲覧の対象としているが、投資家保護上問

題を生じることなくこの点について規制緩和することが可能か否かを検討する。 

  

  

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②意見･要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会、(社)リー

ス事業協会、オリックス㈱ 

③項 目 商品ファンドにおけるクーリング・オフ制度の撤廃 

④意見・要望等

の内容 

金融商品の中でも特に類似している投資信託においては、当該法律ではクーリング・オフ

の規定はなく、投資家の金融商品の選択において無用な混乱を招く恐れがあることや通信

取引におけるクーリング・オフは実務上混乱を呈していることからクーリング・オフ制度

の撤廃を求める。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関す

る法律第１９条 

 

⑥共 管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要  

 

 

商品投資販売業者と商品投資契約等を締結した顧客は、商品投資契約等の成立時の書面を

受理した日から起算して十日を経過するまでの間、書面によりその契約の解除を行うこと

ができる。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし  

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

 商品投資契約においては、�商品投資の仕組みが複雑であるため一般の投資者が本仕組みを十分

に理解しないまま契約を締結してしまうことが容易に想定されること、�業者は「必ず利益が取得で

きる」又は「元本相当分は保証」とする誘引力の高い契約であり、かかる特性及び安全性、利殖性が強調さ

れがちな業者の言辞により、冷静な判断をしないまま、契約締結に至るといった場合が容易に想定されると

いう特性がある。 

 このような商品ファンドの特性に鑑み、一般の投資家に対して契約締結後一定期間は意志決定の再確認を

し得る時間的余裕を与えることとしたものであり、投資家保護上クーリング・オフ制度の廃止は困難である。 

 なお、通信取引による場合のクーリング・オフの起算日となる投資家が契約時交付書面を受領した日を特定し、到

達を確認する方法は、商品投資販売業者の業務に関する命令において規定されており、実務上の混乱は生じないもの

と考えている。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②意見･要望提出者 (社)リース事業協会、オリックス㈱ 

 

③項 目 金融商品の組入れ割合の緩和 

 

④意見・要望等

の内容 

組入れの割合が制限されている金融商品のうち、確定運用を目的とする金融商品（運用期間内に満期

をむかえる国債、社債等）の購入については組入れの割合の対象外とする。 

 

⑤関 係 法 令 商品投資に係る事業の規制に関する

法律第２条 

商品投資販売業者の業務の運営に関

する基本事項について（局長通知） 

⑥共 管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要  

 

 

 

商品ファンドは、「主として商品投資により運用」するものとして、商品先物取引、商品

オプション取引及び商品現物取引に限定しており、一方、従たる部分においては、信託受

益権、抵当証券、有価証券、証券先物取引、金融先物取引、国債、社債等の金融商品の資

産運用を限定的に可能としている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし  

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

商品ファンドは、主として商品投資で運用する金融商品であり、商品投資以外の投資対象である

金融商品から国債、社債等を除外して組入割合の規制対象外とすることは、その商品構成によって

は「主として商品投資により運用」という商品投資に係る事業の規制に関する法律が規定する「商

品ファンド」に該当しない可能性が生じることから、措置困難である。 

 

  

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②意見･要望提出者 (社)日本商品投資販売業協会 

③項 目 商品ファンドに係る商品投資顧問業者の商品取引所による事前承認制の廃止 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

工業品系の商品取引所を除く取引所においては、商品ファンドにおける委託者が契約する商品投資

顧問業者は、受託に当たり事前に取引所の承認が必要となっていることから、その承認に時間を要し

た場合、その間取引ができないため、運用成績に影響が及びため、承認制を廃止すること。 

⑤関 係 法 令  ⑥共 管  

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

迂回による投資を防止する観点から、手数料自由化の流れの中で組み入れられてきた制度である。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明） 

 商品投資顧問業者の認定の仕法等については商品取引所の受託契約準則で定めていることから、直接商品取引所に

申し出られたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                  【 農林水産省 】 

①分      野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項      目  商品ファンドにおける３省庁にまたがる主務官庁への申請、届出等の窓口の一本化 

  

④要望の内容 

 

 

 申請手続等の効率化及び事務負担の軽減のため、３省庁において受付窓口を一つに決めるいわゆる

窓口の一本化を求める。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する法

律第５条第１項、第８条第１項、第９

条、第 10 条及び第 11 条  

・商品投資販売業者の許可及び監督に関

する命令第１条、第７条第１項、第８

条及び第９条 

⑥共管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 商品投資販売業の許可を受けようとする者等は、許可等の申請書又は申請事項に関する変更届を主

務大臣（本法は共管法であり、３省庁大臣あて）に提出しなければならない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

 

（説明）  

 

 本事業は、事業内容に即して主務庁である３省庁各々の審査、協議等を経て、許可、監督等を実施しており、申請

及び届出等に係る提出書類については、各省庁の監督上必要なものであり、今後とも各々３省庁への提出が必要であ

る。 

  なお、現在、行政機関等に係る申請、届出その他の手続等に関して、電子情報処理組織を使用する方法等により申請

者等の利便性の向上を図ること等を目的として、行政手続等のオンライン化のための整備が平成１５年度実施を目途

に整備中であり、この実施に伴い、申請者の行政手続等の事務負担は軽減されるものと考える。 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項    目  商品ファンドにおける「許可申請書」の記載事項である役員の住所、電話番号及び重要な使用人の

住所の記載を撤廃すること 

 

④要望の内容 

 

 

 申請に対する審査基準等から、住所及び電話番号は必要不可欠のものとは解しがたいうえ、個人の

プライバシーの観点より削除すべきものと考える。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する 

法律第５条 

・商品投資販売業者の許可及び監督に 

関する命令第３条 

⑥共管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 商品投資販売業の許可を受けようとする者は、役員の氏名及び住所並びに重要な使用人があるとき

は、その者の氏名及び住所、その他主務省令で定める事項等を記載した許可申請書を主務大臣に提出

しなければならない。 

 また、省令で定められた許可申請書の様式及びその添付書類の様式において、住所及び電話番号を

記載することとなっている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期：１６年３月）    

 

（説明）  

  

「許可申請書」に役員の住所及び重要な使用人の住所が記載事項となっているのは、住民票等と照合すること

による本人の存在の確認、同姓同名の者との区分、その者が法第６条第１項第４号の不許可条件に該当する

かの確認（許可の欠格要件）等、本人であることを確認するため審査上必要な記載事項であり、役員及び重

要な使用人の住所の記載を撤廃することは困難である。 

 一方、役員の電話番号の記載については、審査上支障が生じないかどうか問題点を精査し、検討して参り

たい。 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                               【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項    目  商品ファンドにおける役員及び重要な使用人に係わる許可申請、届出等の際の住民票の添付の廃止 

④要望の内容 

 

 役員及び重要な使用人の不適格条件の確認のために、住民票が必要であることに合理性が見いだし

にくく、当該条項を削除を求める。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する 

法律第５条第２項、同法第８条第２ 

項、同法第 10 条 

・商品投資販売業者の許可及び監督に 

関する命令第４条第３号及び第９条 

第３号 

⑥共管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 商品投資販売業の許可、又は更新許可、若しくは変更の届出を申請する際には、許可申請書等に住

民票の抄本（外国人である場合には、外国人登録証明書の写し又は外国人登録済証明書）又はこれに

代わる書面を添付して提出しなければならない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期：１６年３月）    

 

（説明）  

 許可申請及び役員等の変更があった場合の変更届に際して、役員及び重要な使用人の住民票の抄本の提出

を求めるのは、その者が法第６条第１項第４号の不許可条件に該当するかを確認するために必要であるから

であり、直ちに書類の提出を廃止することは困難である。 

 しかしながら現在、国の行政機関等の申請・届出等手続の電子化推進に関するアクション・プラン等に基づいて、

平成１５年度実施に向けて住民基本台帳ネットワークシステムを準備中であり、これを活用することにより、住民票

の添付を廃止することが可能か否かについて検討して参りたい。 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                      【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項    目  商品ファンドにおける「許可申請書」に添付する、成年被後見人等に該当しない旨の官公署の証明

書の撤廃 

④要望の内容 

 

 許可基準の一つである役員又は重要な使用人の適格性については、申請者の代表が主務省令で定め

る様式（別紙様式第４号）により誓約書を提出していることから、更に、官公署の証明書を求めるこ

とは過重である。 

したがって、当該条項の撤廃を求める。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する法律第５条第２項 

・商品投資販売業者の許可及び監督に関する命令第４条

第４号 

⑥共管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 商品投資販売業の許可を申請する際には、許可申請書に役員又重要な使用人が、成年後見人とみな

される者及び非保佐人とみなされる者並びに準禁治産者に該当しない旨の官公暑の証明書（外国人で

ある場合には、これらに該当しないことを誓約する書面）を添付して提出しなければならない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

（説明）  

 許可申請及び役員等の変更があった場合の変更届に際して、役員及び重要な使用人の成年被後見人等に該当

しない旨の官公署の証明書の提出を求めるのは、その者が法第６条第１項第４号の不許可条件に該当するかを

確認するために必要であるからであり、また、商品投資販売業者の代表者に誓約書の提出を求めているのは、

申請者自らが証明する手段がない欠格条項について、やむを得ず証明に代えて誓約することを求めているた

めのものである。 

 また、本添付を省略した場合の代替案としては、①商業登記簿謄（抄）本のみによる確認方法や②欠格条

項全てに該当しない旨の誓約書のみによる確認方法を検討したものの、①については商業登記法における役

員登記の際に審査を行う規定がないことから法第６条第１項第４号で添付の欠格要件の確認資料とはなり

得ない。また、②については、現行法上で誓約書を求めているのは申請者自らが証明する手段がない欠格条

項について、やむを得ず証明に代えて誓約することを求めているものであり、簡略化のために求めているも

のではないことから、本書類の提出を撤廃することは困難である。 

 なお、現在「国の行政機関等の申請・届出等手続の電子化に関するアクションプラン」等においてオンラ

イン化による申請を準備しているが、官公署の証明については電子化の時期が未定であるため、書面での提

出が必要である。 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                  【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項    目  商品ファンド法第 10 条に規定する変更の届出の提出期限の緩和 

 

④要望の内容 

 

 

 

 変更事項の全てについて２週間以内に届出を行わなければならないという点につき合理的必要性

が見いだしにくい。添付書類によっては、外部証明等、入手に時間を要するものもあり、内容により

柔軟に対応すべきである。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する 

法律第 10 条 

・商品投資販売業者の許可及び監督に 

関する命令第９条 

⑥共管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 商品投資販売業者は、商号又は名称及び住所、営業所の名称及び所在地、役員の氏名及び住所並び

に重要な使用人の氏名及び住所、他に行っている事業の種類、主要株主の商号、氏名又は名称他は住

所、役員の兼職状況に変更があったとき、又はその資本の額若しくは出資の総額を増加したときは、

その日から２週間以内に、その旨を主務大臣に届け出なければならない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

 

（説明）  

  

変更届が必要とされている事項は、商品投資販売業の監督のために必要最小限のものであるので、変更届け以外に

業者の情報を得る有効な手段がない現状では、届出事項の削減や廃止は困難である。 

 また、変更届は、許可業者の状況を把握するという趣旨に加え、変更内容によっては、許可要件から逸脱する場合

もあり、それを早急に確認するためにも遅滞なく提出を求めるべきものであるが、届出書類の調整の時間を考慮して

２週間の猶予を法律上設けているものであり、提出期限の延長は困難である。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                      【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項    目  商品投資販売業者の「中間業務報告書」の提出廃止 

 

④要望の内容 

 

 

 

 

 「中間業務報告書」は、投資家に対する「書類の閲覧」の要件にはなっておらず、内容も、「業務

報告書」の記載事項と同一であり、あえて半年間の状況については過度な報告事項であり、廃止を求

める。 

⑤関 係 法 令 商品投資販売業者の許可及び監督に関

する命令第 14 条 

⑥共管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 商品投資販売業者は、事業年度ごとに、業務の状況を記載した中間業務報告書を作成し、主務大臣

に提出しなければならないこととなっている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 ■ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期：１５年３月） （結論時期： 年 月）    

 

（説明）  

 

 中間業務報告書の提出を廃止することについては、特段の支障は生じないものと考え、現在、主務省庁間

で平成１４年度内に実施する方向で合意しており、共管省庁と速やかに調整し措置することとしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                 【 農林水産省 】 

①分   野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項   目  商品ファンドにおける「契約成立前交付書面」の記載事項「資産配分状況」の撤廃 

 

④要望の内容 

 

 元本の追加運用をすることができる商品ファンド（追加型商品ファンド）に追加運用するための契

約における契約成立前交付書面の記載事項中、当該契約の勧誘開始日の前々月末日の「資産配分状況」

を撤廃する。 

同じ書面の開示事項である当該商品ファンドの貸借対照表及び損益計算書をもって必要十分である

と考える。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する法律第 16 条 

・ 商 品投資販売業者の業務に関する命令第３条第１項第 31 号 

⑥共管 金融庁、 

経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 商品投資販売業者は、商品投資契約の締結等をしようとするとき、又は商品投資受益権の販売を内

容とする契約の締結等をしようとするときは、顧客に対し、当該商品投資契約等が成立するまでの間

に、商品投資契約等の内容及びその履行に関する事項であって当該商品投資契約等に係る概要を記載

した書面を交付しなければならないが、この記載事項は、「元本の追加運用をすることができる商品

ファンドに追加運用するための商品投資契約等の締結等をしようとする場合における、当該商品投資

契約の締結等の勧誘の開始日前々月末日の資産配分状況」となっている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

（説明）  

 商品ファンドはその仕組みが複雑で、リスクを有するものであることから、投資家が契約締結前にその内

容について十分な知識を得ることが必要である。このため、当該契約を締結するか否かについて、判断の材

料となるべきものを投資家に提供するため書面の交付を求めているものである。 

 また、商品ファンドの販売については、平成 10 年６月に最低販売単位が撤廃され、一般投資家の購入が

容易になった。実際その後の商品ファンドはその大半が個人投資家向けに販売されており、リスク商品の情

報開示について、その重要性・必要性は今後更に高まるものと考えられる。 

 このような趣旨に鑑み、「契約成立前交付書面」において、直近時点における商品ファンドの「資産配分状況」

を知らせることは、当該商品ファンドの性格、特性等の理解に資するものであり、投資家の判断材料になり得るもの

と考えられることから、投資家保護上、撤廃は困難である。 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                  【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項    目  追加型ファンドにおける法定書面の交付義務の軽減 

④要望の内容 

 

 元本の追加運用をすることができる商品ファンド（追加型商品ファンド）において、同一ファンド

を追加購入する場合は、変更内容のみ交付することの要・不要の確認を投資家よりとることにより、

交付義務を軽減する。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する法律第 16 条及び第 17 条 

・商品投資販売業者の業務に関する命令第３条及び第４条 

⑥共管 金融庁、 

経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 商品投資販売業者は、追加型ファンドの購入であるかないかの別なく全て 

① 商品投資契約の締結等をしようとするとき、又は商品投資受益権の販売を内容とする契約の締結

等をしようとするときは、顧客に対し、当該商品投資契約等が成立するまでの間に、商品投資契約

等の内容及びその履行に関する事項であって当該商品投資契約等に係る概要を記載した書面を交

付しなければならない。 

② 商品投資契約又は商品投資販売契約が成立したときは、顧客に対し、遅滞なく、当該商品投資契

約又は当該商品投資販売契約等の内容及びその履行に関する事項を記載した書面を交付しなけれ

ばならない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期：１６年３月）    

（説明）  

 商品投資契約等に係る成立前の書面の交付について、商品ファンドはその仕組みが複雑なものであること

から、投資家は契約締結前にその内容について十分な知識を得ることが必要である。このため、業者に当該

契約を締結するか否かにつき判断の材料となるべきものを投資家に提供させ、業者の業務内容、商品ファン

ドの内容等につき説明させることとしたものである。 

 また、商品投資契約等に係る成立時の書面の交付は、商品投資販売契約が成立した場合に、その契約内容

が不明確であると、後日になって当事者間に契約内容を巡って紛争が生じる恐れが大きいため、成立した契

約の内容を書面に記載させることにより、その明確化を図るとともに、買い主等に注意を喚起させることと

して、後になって紛争の生じる余地のないようにする必要があることから設けられた規定である。 

 契約前と契約時の２回に分けて書面を交付させることで、投資家保護の徹底を図ったものであるが、追加

型ファンドにおける再購入である場合に限り、直近に購入した追加型の商品ファンドからの変更事項のみを交付する

こと、若しくは、顧客から再度の契約前の交付書面の要・不要の確認による方法等をとることが投資家保護の観点か

ら問題が生じないかどうかについて精査し、検討して参りたい。 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項    目  商品ファンドにおける「契約成立前交付書面」に記載する「予想される損失の範囲の明記」の規制

の撤廃 

④要望の内容 

 

 

 

 

 

 商品投資販売業者が、商品投資契約等の契約前に顧客に対して交付する書面の記載事項において、

顧客から出資された財産又は信託財産の運用形態が元本確保型（ファンドの取組の構成上、契約期間

（信託期間）満了時の元本の償還に必要となる金額の確保を追求しているもの）か積極運用型（ファ

ンドの取組の構成上、元本の確保がなされていないもの）かとの違いにかかわらず、想定される最大

損失投資金額は全額で同じであるが、積極運用型の場合には「予想される損失の範囲の明記」するこ

ととなっており、これを撤廃する。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する法律第 16 条 

・商品投資販売業者の業務に関する命令第３条第１項第８号 

⑥共管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 商品投資販売業者は、商品投資契約等の締結等をしようとするときは、顧客に対し、当該商品投資

契約等が成立するまでの間に、商品投資契約等の内容及びその履行に関する事項であって当該商品投

資契約等に係る概要を記載した書面を交付しなければならないが、この記載事項は、「顧客から出資

された財産又は信託財産の運用形態について、元本確保型（元本の確保の方法及び確保できる金額を

記載すること。）、積極運用型（予想される損失の範囲について記載すること。）等の別及び追加募

集の有無。」となっている。 

⑧計画等におけ

る記載の状況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期：１６年３月）    

（説明）  

 商品投資契約等に係る成立前の書面について、商品ファンドはその仕組みが複雑なものであることから、

投資家は契約締結前にその内容について十分な知識を得ることが必要である。このため、業者に当該契約を

締結するか否かにつき判断の材料となるべきものを投資家に提供させ、業者の業務内容、商品ファンドの内

容等につき説明させることとしたものである。 

 法第１６条で交付を義務づけている当該書面では、元本確保型、積極運用型の別にかかわらず、元本が保

証されたものではない旨の記載が商品投資販売業者の業務に関する命令第３条第２項第２号により義務づ

けられている。 

 また、損失の可能性としては、積極運用型と同様に元本保証型であっても、取引の状況によってはその投

資額の全額を失う可能性がある。 

 このため、積極運用型の場合における「予想される損失の範囲の明記」の規制の撤廃について、問題が生じな

いかどうか精査し、検討して参りたい。 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項    目  商品ファンドにおける「契約成立前交付書面」に表示する文字、色等の規制の撤廃 

④要望の内容 

 

 商品投資販売業者が、商品投資契約の成立前に顧客に対し交付する書面に使用する文字の大きさ、

色、表示方法等の規制の撤廃 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する 

法律第 16 条 

・商品投資販売業者の業務に関する命 

令第３条第２項及び第３項 

⑥共管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 商品投資契約の締結等をしようとするとき、又は商品投資受益権の販売を内容とする契約の締結等

をしようとするときは、顧客に対し、当該商品投資契約等が成立するまでの間に、商品投資契約等の

内容及びその履行に関する事項であって当該商品投資契約等に係る概要を記載した書面を交付しな

ければならないが、当該書面には、 

① 赤枠の中に、当該書面の内容を十分に読むべき旨及び元本が保証されたものでない旨を１２ポイ

ント以上の大きさの文字及び数字を用い赤字で記載しなければならない。 

② ８ポイント以上の大きさの文字及び数字を用いなければならない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期：１６年３月）    

（説明）  

 商品投資契約等の成立前の書面について、商品ファンドはその仕組みが複雑なものであることから、投資

家は契約締結前にその内容について十分な知識を得ることが必要である。このため、業者に当該契約を締結

するか否かにつき判断の材料となるべきものを投資家に提供させ、業者の業務内容、商品ファンドの内容等

につき説明させることとしたものである。 

 投資家保護の観点から、当該書面の文字及び数字の大きさ並びに投資家に特に周知すべき注意喚起の記載事項

を定めているが、この表示のあり方について、投資家保護上、問題が生じないかどうか精査し、検討して参りたい。 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 金融 ②要望提出者 （社）日本商品投資販売業協会 

③項    目  商品ファンドにおける「契約成立時交付書面」の撤廃 

 

④要望の内容 

 

 商品投資販売業者が商品投資契約等の成立時に顧客へ交付する書面を撤廃、若しくは、簡素化する。 

⑤関 係 法 令 ・商品投資に係る事業の規制に関する 

法律第 17 条 

・商品投資販売業者の業務に関する命 

令第４条 

⑥共管 金融庁、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 商品投資販売業者は、商品投資契約又は商品投資販売契約が成立したときは、顧客に対し、遅滞な

く、当該商品投資契約又は当該商品投資販売契約等の内容及びその履行に関する事項を記載した書面

を交付しなければならない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

  対応方針 

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期：１６年３月）    

 

（説明）  

 商品ファンドの販売については、平成 10 年６月に最低販売単位が撤廃され、一般投資家の購入が容易に

なった。実際その後の商品ファンドはその大半が個人投資家向けに販売されており、リスク商品の情報開示

について、その重要性・必要性は今後更に高まるものと考えられる。 

 そうした中、契約成立時交付書面は、契約書の性格を有していることを考えると、撤廃することは困難で

ある。 

 しかしながら、当該書面の記載事項のうち契約成立前交付書面との重複等省略をしても差し支えないもの

があるかどうかについて精査して、検討して参りたい。 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局商品取引監理官 
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                                  【 農 林 水 産 省 】 

①分   野 金融 ②意見･要望提出者 全国農業協同組合中央会、農林中央金

庫 

③項 目 証券業務に係る農協法第１０条第１８項に基づく事業方法書の廃止 

④意見・要望

等の内容 

 

 

 

 証券業務に関する方法書には、農協法第１０条第１８項（法改正に伴う条ズレにより現

行は「第２０項」）に基づく事業の内容及び方法を定めたものと、証券取引法に基づく業

務内容方法書の２種類があり、前者の内容は後者の内容に包含されていることから、あえ

て農協法上の証券業務に係る事業の内容及び方法を定めたものを独立させて存在させる必

要性は乏しいので、これを廃止する。 

 

⑤関 係 法 令 農業協同組合法第 10条第 18項(第 20項) ⑥共管 

 

金融庁 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 組合が証券取引法第６５条第２項に掲げる業務を行おうとする場合には、農協法第１０

条第１８項（第２０項）に基づき事業の内容及び方法を定めて、行政庁の認可を受けなけ

ればならない。また、当該認可を受けた事業の内容及び方法を変更しようとするときも同

様とされている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中   □ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         ■ 措置するか否かを含めて検討中 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

 

（実施（予定）時期：          ）    

 

（説明）  

 農協及び信連の証券業務は、組合員のために行う場合（農協法第 10 条第７項）と余裕金運用として行う

場合（農協法施行令第 3 条の 5）に区分され、前者の場合については、特に適正な業務運営を期し、業務内

容方法書を定めることとしている。本件要望については、こうした観点を踏まえた検討が必要である。 

 

 

⑩担当局課室等名  経営局金融調整課 
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                                              【 農 林 水 産 省 】 

①分   野 金融 ②意見･要望提出者 全国農業協同組合中央会、農林中央金

庫 

③項 目 備え付け議事録等のＩＴ化 

④意見・要望

等の内容 

 

 

 

 主たる事務所、従たる事務所での議事録・議事録謄本及び事業報告書等の備え付けにつ

いて、電子的記録による備え付けも可能とする。 

⑤関 係 法 令 農業協同組合法第３５条、第３６条 ⑥共管 

 

金融庁 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 理事は、総会、理事会及び経営管理委員会の議事録等及び事業報告書等を主たる事務所、

従たる事務所に備えておかなければならないが、農協法上、電磁的記録の作成についての

定めがない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中   □ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

  □ 措置予定        ■ 具体的措置の検討中 

 

（実施（予定）時期：          ）    

 

（説明）  

 組合についても株式会社と同様の措置を導入することとし、その内容、手続等の具体的な措置について検

討を行う。 

  

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名  経営局金融調整課 
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                                                   【 農 林 水 産 省 】 

①分   野 

 

金融 ②意見・要望提出者 農林中央金庫 

③項   目 顧客の書面による注文を受けて行う有価証券の売買の取次ぎ 

④意見・要望

等の内容 

顧客の書面による注文を受けて行う有価証券の売買の取次ぎ業務を、農林中央金庫等 

協同組織金融機関に認める。 

 

⑤関 係 法 令 ・証券取引法第 65 条第 1 項 

・農林中央金庫法 

⑥共管 金融庁 

⑦制度の概要 

 

 

顧客の書面による注文を受けて行う有価証券の売買等は、銀行に対しては証券取引法第

65 条第 1 項において認められているが、農林中央金庫等協同組織金融機関には認められて

いない。 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

該当なし 

⑨対応状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中    □ 措置困難   □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 ■ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施時期：第 156 回通常国会に関連法案を提出予定）    

 

（説明）  

 

  多様な投資家による幅広い市場参加を促進するため、有価証券の販売チャネルの拡充を図る観点か

ら、 

現在銀行に認められている書面取次ぎ業務を協同組織金融機関も行い得ることとするための関連法

案を今国会に提出予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 経営局金融調整課 
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                                          【 農 林 水 産 省 】 

①分   野  金融関係 ②意見･要望提出者 農林中央金庫 

③項 目 資産運用アドバイス業務の取扱い 

④意見・要望

等の内容 

 

 

顧客の金融資産に関する運用アドバイス業務を、農林中央金庫および信託銀行子会社の業

務の付随業務として位置づけるとともに、投資にかかる「助言業務」について、投資顧問

業法の適用除外とする取扱い。 

 

⑤関 係 法 令 ・農林中央金庫法第 54 条第４項 

・銀行法第 10 条第 2 項、 

・投資顧問業法第 4 条 

⑥共管 金融庁 

⑦制度の概要 

 

 

資産運用アドバイス等の助言業務は、農林中央金庫および信託銀行子会社の業務の「付随

業務」として明定されていないことから、行うことができない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定  ■ 検討中（②）   ■ 措置困難（①）  □ その他 

  □ 措置済         ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（          ）    

 

（説明）  

 

農林中央金庫については、利益相反の防止、経営の健全性確保及び取引の公正性確保等の観点から、株式

の売買の取次ぎ業務等の証券業を行うことが制限されている。ただし、農林中央金庫が、顧客の書面による

注文を受けてその計算においてする有価証券の売買等の業務を行うことができることとするため、関連法案

を今国会に提出する予定である。 

このような中で農林中央金庫が、投資顧問業法に規定する投資顧問業を併せ営むこととなれば、実態として農林中

央金庫が株式の売買の取次ぎ等を行うに等しい状態となることから、農林中央金庫に投資顧問業を認めることは困難

である。（①） 

なお、投資顧問業法に規定する投資顧問業には該当しない「資産運用に関する助言業務」については、その具体的

な業務内容を踏まえ、農林中央金庫及び信託銀行子会社の付随業務として適当かどうか検討する。（②） 

 

⑩担当局課室等名 経営局金融調整課 
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  【 農 林 水 産 省 】 

①分   野 金融関係 ②意見･要望提出者 農林中央金庫 

③項 目  子会社対象範囲の拡大（銀行子会社の所有） 

④意見・要望

等の内容 

 

農林中央金庫の子会社対象会社に「銀行」を加える。 

⑤関 係 法 令  農林中央金庫法第７２条 ⑥共管 

 

金融庁 

⑦制度の概要 

 

 

 

子会社対象会社として農林中央金庫が保有できる「銀行」は、「信託業務を営む銀行」

とされている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難  □ その他 

  □ 措置済         ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

 

（説明）  

  

金融機関の業務の多様化、農協系統金融機関の組織再編成の進展等の状況及び総合規制改革会議の「（農協

系統の）信用･共済事業の在り方、信用･共済事業を含めた分社化、他業態への事業譲渡等の組織再編が可能

となる措置を検討すべきである」との答申（「規制改革の推進に関する第２次答申」（平成 14 年 12 月 12

日決定））を踏まえ、農林中央金庫を含む農協系統信用事業の分社化につき検討を行う必要がある。 

その選択肢の１つとして、農林中央金庫による子会社銀行保有の可能性について検討することとする。 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 経営局金融調整課 
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                                      【 農林水産省 】 

①分   野  農林水産業 ②意見･要望提出者 （社）日本経済団体連合会 

③項 目 砂糖の価格制度のさらなる見直し 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

現行の調整金徴収制度を見直すとともに、国内産糖の位置付け、国内産糖の生産振興と

その費用負担のあり方などについて検討を深め、最低生産者価格及び国内砂糖価格の引き

下げが実現するようにすべきである。また、新しく導入された入札制度については、輸入

糖売戻価格を基準とした市場原理に基づく適正な価格設定がなされるよう改善すべきであ

る。 

⑤関 係 法 令 砂糖の価格調整に関する法律 ⑥共 管 なし 

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

輸入糖について、国内産糖合理化目標価格を下回る場合に農畜産業振興事業団による買

入・売戻を行うことにより、調整金を徴収する。また、最低生産者価格以上で買い入れら

れた甘味資源作物を原料とした国内産糖について、農畜産業振興事業団から国内産糖交付

金を交付する。さらに、国内産原料糖及び輸入糖の一部数量について、透明かつ適正な価

格形成を図るため、平成１２年１０月から入札の仕組みを導入した。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

 

（説明）  

平成１１年９月に決定された「新たな砂糖・甘味資源作物政策大綱」に基づいて法律改正等を行い、平成

１２年１０月から新たな糖価調整制度が開始されたところである。この中で、市場原理を活用した最低生産

者価格及び国内産糖価格等の形成の実現を図るほか、輸入糖調整金を時限的に減額するとともに、関係企業

の再編・合理化を積極的に推進し、砂糖価格の引き下げ及び砂糖需要の回復を目指すこととしている。 

 このため、関係者との連携の下、新制度の円滑な推進を図っていくことが肝要であり、更なる制度改正の

必要性はない。 

 また、入札制度については、大綱の趣旨を踏まえ、国内産原料糖について、需給事情、品質等を適切に反

映した透明かつ適正な価格形成が図られるよう、平成１２年１０月から導入したところであり、当該制度の

運用を通じて市場原理に基づく適正な価格設定がなされている。 

 

⑩担当局課室等名 生産局特産振興課 
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               【 農林水産省 】 

①分    野 農林水産業 ②意見･要望提出者 （社）日本経済団体連合会 

③項 目 国産ビール大麦購入義務化の廃止および外国産麦芽の関税無税化 

④意見・要望等

の内容 

 

ビールの関税が撤廃されたことを踏まえ、国内産ビール大麦と輸入麦芽との実質的な抱

き合わせ購入義務を廃止する。 

⑤関 係 法 令 関税暫定措置法 ⑥共 管 財務省 

⑦制度の概要 

 

 

 

麦芽の輸入については、昭和４８年度まで輸入割当制度がとられてきたが、昭和４９年

の輸入自由化に伴い、国産ビール大麦の確保と麦芽の安定的な供給を図るため、関税割当

制度が採用されている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難     ■ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

１ ビール大麦は、麦類の中でも収穫期が早いことから、二毛作の推進等を通じた水田農業の確立を図る

上で重要な作物であり、今後とも、安定的な生産を推進していくことが必要である。 

    このため、国産ビール大麦の安定的な生産を図りつつ、麦芽の供給を確保する観点から、麦芽につい

て関税割当制度を設けているところである。 

２ 麦芽の関税割当制度の運用に当たっては、国内需要量見込みから国産ビール大麦の生産量を差し引い

たものにつき麦芽関税割当制度の一次税率（無税）枠を設定している。 

    この結果、実需者は、年間 70～80 万ﾄﾝと需要量の９割程度の麦芽を無税で輸入している。 

  ３ なお、国産ビール大麦については、従来から業界と生産者団体との自主的協議に基づいて契約栽培が

実施されてきている。 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 生産局農産振興課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 農林水産業 ②意見･要望提出者 秋田県農業会議 

③項 目 株式会社のさらなる農業参入に対する懸念 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 株式会社の農業参入については、投機的な農地取得、産業廃棄物処理地への利用や地域農業の調和

等への懸念があることから、平成１３年３月から一定要件を附して参入を認め、その実施状況を検証

しているところであります。その懸念がまだ払拭されたといえない状況で、これ以上の農業生産法人

要件の緩和は、農業現場に混乱を招くばかりであり実施しないこと。 

 

⑤関 係 法 令 農地法第２条第７項 ⑥共 管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 現行制度上、農地の権利取得（所有権、賃借権など）が認められる法人は、以下の要件を満たす法

人（農業生産法人）に限られている。 

１ 法人形態要件 

   農事組合法人、合名・合資会社、株式会社（株式の譲渡制限のあるものに限る。）、有限会社 

２ 事業要件 

   主たる事業が農業（関連事業を含む。）であること。 

３ 構成員要件 

 農地の権利を提供した個人、法人の農業の常時従事者、農地保有合理化法人、農協、地方公共

団体といった農業関係者が中心となり、これら農業関係者以外の者の議決権は全体で１／４以

下、１構成員当たり１／１０以下。 

 ４ 業務執行役員要件 

   役員の過半は農業に常時従事する構成員であること。 

この過半を占める役員の過半は、農作業に原則として６０日以上従事すること。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

【規制改革推進３か年計画】 Ⅲ － ７ － （３） － ア 

③農業生産法人制度 

   農地法の一部を改正する法律により、平成１３年３月から、農業生産法人の一形態として、新

たに株式会社が追加されたこと等を踏まえ、農家等の農業関係者が構成員の中心となり、農業協

同組合・バイオ産業・食品産業等の参加を得つつ、株式会社形態等農業経営の法人化を進める。 

【規制改革推進３か年計画（改定）】 Ⅱ － １０、Ⅳ － ７ － （３） － ア 

 ③農業生産法人制度 

   農業生産法人への出資制限を始めとする現行制度や実態について速やかに検証を図り、農業経

営の株式会社化等を一層推進するための措置を講ずる。 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  ■ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  ■ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    
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（説明） 

 株式会社の農業参入については、資金調達や人材確保などの観点からメリットがある一方で、投機目的での農地取

得や地域における水管理・土地利用の混乱等に対する強い懸念が農業関係者から示されているが、平成１３年３月に

施行された改正農地法においては、これらの懸念を払拭する十分な措置を講じた上で、農業経営の法人化を推進する

観点から、農業生産法人の一形態として、一定の要件を満たす株式会社について農地の権利取得が認められたところ

であり、平成１４年７月段階で既に２７の株式会社が、地域農業との調和等にも配慮しつつ、営農を行っている。 

 このような中で、昨年８月の構造改革特区提案において、農業生産法人以外の企業等にも農業参入の途を開くべき

との提案が多数の地方公共団体から寄せられた。こうした地域からの切実な要望に応えるため、担い手不足、農地の

遊休化が深刻化し、既存の農業者だけでは農地の保全や地域農業の維持が困難な地域において、農業生産法人以外の

企業等が農業参入できる特例を、構造改革特別区域法（平成１４年法律第１８９号）において措置したところである。

この特例を措置するに当たっては、①地方公共団体等からの貸付方式、②地方公共団体等との協定の締結（不適正な

利用に対しては契約解除措置を取りうる。）といった仕組みを設けており、農業関係者の懸念を払拭できるものと考

えている。 

また、農業生産法人の多様な経営展開が可能となるよう、農業生産法人の構成員要件について特例措置を設けるこ

と等を内容とする関係法律の改正案を、今通常国会に提出することとしているが、この場合においても、農村現場の

懸念の声を十分踏まえつつ検討しているところである。 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 経営局構造改善課 
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                                 【 農林水産省 】 

①分     野 農林水産業 ②要望提出者 秋田県農業会議 

③項    目 農地制度の見直し 

④要望の内容 

 

 

 

市町村の土地利用調整条例が農地法や農振法に優先することとなれば、農地法上の農地

でない農地を生み出し、「農地の無法地帯」を生み出すおそれ。また、農地転用に関して

は、国や県の農政方向との整合性を担保し、客観的・広域的な運用が必要であり、農地の

治外法権化を目指す改正は行わないこと。 

 

 

⑤関 係 法 令 農地法第４条及び第５条、農振法第８条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

農地を農地以外のものにする場合には、農地法に基づき許可が必要。また、市町村が定

める農業振興地域整備計画において農用地区域（農用地等として利用すべき土地の区域）

を定めている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

該当なし  

⑨対応状況・ 

対応方針 

□ 措置済･措置予定   □ 検討中   □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）   

  

（説明） 

農林水産省としては、住民合意の下で、農地等の適切な保全及び利用を図る市町村のイニシアティブに基

づく取組みを促進するため、農山村地域の新たな土地利用の枠組みの構築を検討している。 

 この検討に当たっては、農地等の適切な保全及び利用を図る市町村のイニシアティブに基づく取組みを現

行の農地法等の制度の枠組みの中に位置付けることを考えている。 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 農村振興局農村政策課 
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                                   【 農林水産省 】 

①分   野 農林水産業 ②意見･要望提出者 （社）千葉県農業協会 

③項   目 水稲共済の当然加入制の見直し  

④意見・要望

等の内容 

 

 

 

水稲について自然災害を起因とする一定割合を超える減収についても、自己責任で対応

すべきであると考えるので、当該共済への加入を現行の当然加入から任意加入にしていた

だきたい。 

 

 

⑤関 係 法 令 農業災害補償法第１６条第１項 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

組合員たる資格を有する者のうち、その農業共済組合が現に行っている農作物共済にお

いて共済目的の種類とされている農作物（水稲、陸稲及び麦）のいずれかにつき都道府県

知事が定める一定の規模（都府県の水稲 20～40 アール（北海道の水稲 30 アール～１ヘク

タール））以上の耕作の業務を営む者は当然に、それ以外の者は任意に加入するものとさ

れている。（農業災害補償法第 16 条） 

 

 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

 

（説明）  

水稲共済の当然加入制は、水稲等が我が国の農業の基幹作物として重要な位置づけにあり、今後も全国レ

ベルでの生産維持・確保が不可欠であるので、災害対策においても万全を期す必要があること、また、これ

ら作物は、全国的に作付けされており、被害態様も多種多様であるため、保険制度としては安定的な保険母

集団を確保して危険分散を図る必要があること等の観点から採られているものであり、大規模な自然災害が

発生した場合においても、農家の危険を分散し、営農の継続に大きく貢献しているところである。 

このように水稲共済の当然加入制は、国の農業災害対策の柱として重要な役割を果たしており、農業経営

の安定のためには必要不可欠な制度である。 

 

 

⑩担当局課室等名 経営局保険課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 農林水産業 ②意見･要望提出者 日本チェーンストア協会 

（社）ニュービジネス協議会 

③項 目 農業生産法人設立の要件について 【日本チェーンストア協会】 

農業分野における株式会社参入の一層の推進 【（社）ニュービジネス協議会】 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 農業生産法人は、人格要件、事業要件、構成員要件等の要件によりその設立が難しい現状である 

【日本チェーンストア協会】 

農業分野等への民間参入促進は効率的で利用者のニーズに合った多様なサービスの提供を可能と

する。従って、株式会社をはじめとする民間参入促進に係る規制の緩和を行なうべきである。 

                              【（社）ニュービジネス協議会】 

⑤関 係 法 令 農地法第２条第７項 ⑥共 管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 現行制度上、農地の権利取得（所有権、賃借権など）が認められる法人は、以下の要件を満たす法

人（農業生産法人）に限られている。 

１ 法人形態要件 

   農事組合法人、合名・合資会社、株式会社（株式の譲渡制限のあるものに限る。）、有限会社 

２ 事業要件 

   主たる事業が農業（関連事業を含む。）であること。 

３ 構成員要件 

 農地の権利を提供した個人、法人の農業の常時従事者、農地保有合理化法人、農協、地方公共

団体といった農業関係者が中心となり、これら農業関係者以外の者の議決権は全体で１／４以

下、１構成員当たり１／１０以下。 

 ４ 業務執行役員要件 

   役員の過半は農業に常時従事する構成員であること。 

この過半を占める役員の過半は、農作業に原則として６０日以上従事すること。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

【規制改革推進３か年計画】 Ⅲ － ７ － （３） － ア 

③農業生産法人制度 

   農地法の一部を改正する法律により、平成１３年３月から、農業生産法人の一形態として、新

たに株式会社が追加されたこと等を踏まえ、農家等の農業関係者が構成員の中心となり、農業協

同組合・バイオ産業・食品産業等の参加を得つつ、株式会社形態等農業経営の法人化を進める。 

【規制改革推進３か年計画（改定）】 Ⅱ － １０、Ⅳ － ７ － （３） － ア 

 ③農業生産法人制度 

   農業生産法人への出資制限を始めとする現行制度や実態について速やかに検証を図り、農業経

営の株式会社化等を一層推進するための措置を講ずる。 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  ■ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  ■ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 
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（実施（予定）時期：          ）    

（説明） 

 平成１３年３月から農業生産法人の一形態として、一定の要件を満たす株式会社について農地の権利取得が認めら

れたところであるが、このような中で、昨年８月の構造改革特区提案において、農業生産法人以外の企業等

にも農業参入の途を開くべきとの提案が多数の地方公共団体から寄せられた。 

農業関係者の懸念を払拭しつつ、こうした地域からの切実な要望に応えるため、担い手不足、農地の遊休

化が深刻化し、既存の農業者だけでは農地の保全や地域農業の維持が困難な地域において、①地方公共団体

等からの貸付方式、②地方公共団体等との協定の締結、といった仕組みの下で、農業生産法人以外の企業等

が農業参入できる特例を、構造改革特別区域法（平成１４年法律第１８９号）において措置したところであ

る。 

また、農業生産法人の多様な経営展開が可能となるよう、認定農業者たる農業生産法人の構成員要件について特例

措置を設けること等を内容とする関係法律の改正案を、今通常国会に提出することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 経営局構造改善課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 農林水産業 ②意見･要望提出者 個人 

③項 目 農地に関する諸規制の撤廃について 

 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

私が育った広島県の田舎では、田畑を耕作する人達の老齢化が進んでいます。私も田舎の小さな畑

を相続しましたが、無料でも耕作してくれる人がいない上、農地は農家以外には売却も貸与もできな

いのが今の規制です。大規模で効率的な農業が不可能な山間の畑でも、非市街化区域では家等は建て

られません。従って部落は益々老人ばかりになっていきます。これも古い法律が現在の社会に合わな

くなった為です。そのうえ農地であれば、国は税金がほとんど取れません。 

農業関係には、誰も喜ばない規制が多すぎるのではないでしょうか。 

 

⑤関 係 法 令 農地法第３条 ⑥共 管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

○ 農地法は、投機的な農地取得等を防止し、農地を適正かつ効率的に耕作する者が取得することと

なるように、農地の権利を取得しようとする者又はその世帯員が、 

１ 農地のすべてについて耕作又は養畜の事業を行うと認められること 

２ 耕作又は養畜の事業に必要な農作業に常時従事すると認められること 

３ 農地の権利を取得しようとする者又はその世帯員の権利取得後の農地面積の合計が、原則とし

て北海道では 2ha、都府県では 50a（都道府県知事がこれらの面積の範囲内で別段の面積を定め

た場合にはその面積）以上となること 

４ 農業経営の状況、居住地から権利を取得しようとする農地までの距離等からみて、その農地を

効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められること 

等の要件を満たす場合に農地の権利取得を許可するものとしている。（農地法第３条） 

○ 農地の固定資産税の評価額については、売買実例価格をベースに、農地が転用期待益など取引価

格に反映されることを踏まえ、値上がり期待などを排除し、農地の生産条件を基準に適正な時価（評

価額）を算出し、収益に見合った課税としている。（地方税法附則第１９条） 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

 

 

 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

 

（実施（予定）時期：          ）   
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（説明）  

農地法においては、適正かつ効率的に耕作する者に農地の権利取得を認めることとしているが、この規制は、国土

が狭小な我が国において、食料自給率の向上等国民に対する食料の安定供給を図っていくために、食料生産の基盤と

なる農地を最大限効率的に利用していくための制度的措置として、農政上、重要な役割を果たしている。 

 この農地の権利取得については、農家・非農家に関係なく、一定の要件を満たし、適正かつ効率的に耕作する者で

あると認められる者であれば誰でも可能であり、要望にあるように農家・非農家をもって不平等な取扱いを行っては

いない。 

 また、農地の固定資産税は、農地の低収益性等を考慮し、適正な課税がなされているところである。 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 経営局構造改善課 
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                                 【 農林水産省 】 

①分    野 農林水産業 ②要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項    目 小麦粉の関税相当量引き下げ 

 

④要望の内容 

 

 

 

 小麦粉の輸入について 

 ガットウルグアイラウンドの農業交渉による｢例外なき関税化｣に伴い、一定関税相当量

を支払えば、誰でも任意に輸入できるが、実際には関税相当量が高く輸入メリットがない。 

 

⑤関 係 法 令 主要食糧の需給及び価格の安定に関す

る法律第７０条、関税暫定措置法第２条 

⑥共管 財務省 

 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 小麦粉の輸入制度 

 小麦粉を政府以外の者が輸入する場合は、ＵＲ農業合意に基づき設定された関税相当量

を支払う必要がある。 

○小麦粉の関税相当量(納付金＋関税)、２００１年度～ 

   納付金（食糧法に基づき農林水産省が徴収）  62 円 60 銭/㎏ 

   関 税（関税暫定措置法に基づき財務省が徴収）27 円 40 銭/㎏  

   関税相当量（納付金＋関税）         90 円/㎏ 

 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

 

該当なし 

 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

(説明) 

１． 国民の主食である米麦及びこれと代替性の高い小麦粉等の米麦加工品の輸入については、国内の  

需給・価格の安定にできるだけ影響を与えないよう国家貿易としているところであり、政府以外の

者が輸入する場合は、ＵＲ農業合意に基づき基準期間(1986～88 年)における内外価格差等を用いて

適切に設定された関税相当量を徴収している。    

２． 小麦粉の関税相当量については、上記関税相当量を国際約束に従い 1995 年度～2000 年度の 6 年間 

   で 15%引き下げたところであり、国内需給の安定を図る観点からこれ以上の引き下げを行うことは困

難である。 

 

 

⑩担当局課室等名 食糧庁加工食品課 
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                                               【 農林水産省 】 

①分    野 農林水産業 ②意見･要望提出者 (社)経済団体連合会 

③項 目 小麦の内外価格差の是正 

④意見・要望等

の内容 

(1) 小麦の政府買入価格の段階的引下げ及び政府売渡価格の継続的引下げ 

(2) 一般輸入におけるマークアップの一層の引下げ 

(3) 国内産麦の位置付け、国内産麦の生産振興と費用負担のあり方の検討をさらに深め、内外価格差

の是正に直接つながる制度の構築 

⑤関 係 法 令 主要食糧の需給及び価格の安定に関する法

律第 66 条、第 68 条、同法施行令第 41 条、

43 条 

⑥共 管 なし 

⑦制度の概要 (1) 麦の政府買入価格については、麦の生産費その他の生産条件、麦の需要及び供給の動向並びに物

価その他の経済事情を参酌し、麦の再生産を確保することを旨として定めることとされている。 

(2) 麦の政府売渡価格については、家計費及び米価その他の経済事情を参酌し、消費者の家計を安定

させることを旨として定めることとされている。具体的には、家計の安定が図られる価格の範囲内

で、国内産麦に対する財政負担と外国産麦からの差益との収支に赤字が生じないことを基本とする

方式により決定されている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

規制緩和推進３か年計画 Ⅲ－７－（３）－ア－① 

 今後の麦政策については、「新たな麦政策大綱」（平成 10 年５月 29 日省議決定）を踏まえ、逐次

施策の具体化を図り、必要な措置を講ずる。 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  ■ 措置済         ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：「新たな麦政策大綱」 に示された転換プログラムを踏まえながら逐次実施） 

（説明）(1) 小麦の政府買入価格については、麦の生産費、その他の生産条件、需給動向、物価その他の経済事情を

参酌し、毎年定めることとされている。また、政府売渡価格については、家計費及び米価その他の経済事

情を参酌し、毎年定めることとされている。こうした下、政府買入価格、政府売渡価格とも低下しており、

平成 14 年度は昭和 60 年度と比べ、それぞれ累計約２割、約４割の引き下げを行っている。 

(2) マークアップについては、ウルグアイ・ラウンド合意に基づき我が国が譲許表で約束した内容を着実に

実施している。 

(3) 政府売渡価格の算定方式については、「新たな麦政策大綱」を踏まえ、民間流通への移行に伴い政府買

入れが不要となった際には、費用負担関係の透明性が一層向上するような新たな算定方式（外麦コスト価

格と内麦生産の安定に係る費用を基に算定する方式）に移行することとしているが、国際化の進展、関連

諸施策の検討状況、内外麦を巡る状況等を踏まえて、さらに検討することとしている。 

 

 

⑩担当局課室等名 食糧庁企画課 
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                                 【 農林水産省 】 

①分    野 農林水産業 ②要望提出者 オリックス（株） 

③項    目 市街化区域内の農地転用のための権利移動に関する届出の撤廃 

 

④要望の内容 

 

 

 

優先的かつ計画的に市街化を図る区域である市街化区域内においては、農地転用のため

の届出を撤廃すべきである。 

⑤関 係 法 令 農地法第５条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 農地法では、農地を耕作目的又は転用目的で権利移動する場合の制限や小作人に対する

耕作権の保護等の措置を一体となって講じているところである。 

市街化区域の農地転用のための権利移転については、同区域の性格等から容易に転用が

行われるよう届出制としているところであるが、農業委員会が届出書を受理するに当たっ

ては、当該地が小作地であるかどうかを確認して小作地である場合には耕作者の同意を要

件としている。 

 

 

 

 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

 

該当なし 

 

⑨対応状況・ 

  対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）   

  

 

（説明） 

市街化区域内農地の転用であっても、耕作者の地位の安定を図る観点から、届出制は必要である。 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等 農村振興局農村政策課 
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                                  【 農林水産省 】 

①分    野 農林水産業 ②要望提出者 （社）日本経団連 

③項    目 現に耕作の目的に供していない農地の一時転用の規制緩和 

 

④要望の内容 

 

現に耕作の目的に供していない農地を工事のために一時的に使用する場合は、作付確約

書の添付等を撤廃することにより工事コストの削減、工事期間の短縮が図られることから

転用許可を不要とすべきである 

 

⑤関 係 法 令 農地法第５条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

１ 農地を一時的に農地以外の利用に供する場合に当たっては、農地への原状回復が確実に

行われること、転用に伴って周辺農地の営農条件に支障が生じないよう適切な措置がとら

れること等を確認して許可することとしている。 

２ この場合、作付確約書の添付については、転用許可制度において義務付けはしていない。 

 

 

 

                      

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

該当なし 

 

 

⑨対応状況・ 

対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

（実施(予定)時期：  年 月） （結論時期： 年 月）   

  

（説明） 

農地を一時的に農地以外の利用に供する場合であっても、食料の生産基盤である農地の農業上の利用を確

保する観点から、農地以外の利用に供した後は再び農地としての利用が可能となること、また、通常の農地

転用と同様に周辺農地の営農条件に支障が生じないよう適切な被害防除措置がとられること等を確認する

必要があるため、許可を必要としているところである。 

 なお、許可不要とする要望の理由となっている、許可申請に当たっての作付確約書の添付については、法

令上の義務付けはなく、また、原状回復後の作物の作付けの指導については、転用許可制度上の措置として

ではなく、地域において遊休農地の適正利用を図る観点から行われているものと思われる。 

 

 

⑩担当局課室等名 農村振興局農村政策課 
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                                  【 農林水産省 】 

①分    野 農林水産業 ②要望提出者 個人 

③項    目 農地に関する諸規制の撤廃について 

④要望の内容 

 

 

非市街化区域では大規模で効率的な農業が不可能な山間の畑でも家等の建設ができない

ことから、そのような規制は撤廃すること。 

⑤関 係 法 令 農地法第５条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

１ 農地転用許可制度では、食料供給の基盤である優良農地を確保し、転用が行われる場合には効

率的な農業生産に支障が少ない農地から順次行われるよう指導するとともに、具体的な土地利用計画

を伴わない農地取得は認めないこととしている。 

２ 効率的な農業生産ができないような山間地域の農地については、周辺農地に係る営農条件に支

障が生じないこと、農地転用が確実に行われることを確認した上で、原則許可している。 

３ なお、市街化区域と市街化調整区域の区域区分がなされている都市計画区域においては、転用

しようとする農地が市街化調整区域に存在するため都市計画法の開発許可が得られない場合には、農

地転用の確実性がないことから農地転用の許可は行わないこととしている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

 

該当なし 

 

 

  

⑨対応状況・ 

対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）  

   

 

（説明） 

 要望の内容については他法令による許認可が行われれば、農地法の転用許可は可能と判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 農村振興局農村政策課 



 46

                                    【農林水産省】 

①分     野 農林水産業 ②要望提出者 個人 

③項    目 市街化調整区域の農地を自由化 

 

④要望の内容 

 

調整区域の農地を都市住民に開放して、農地の取得を認めること。 

⑤関 係 法 令 特定農地貸付けに関する農地法等の特

例に関する法律第２条 

農地法第３条第２項 

⑥共管 なし 

 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 都市住民等が趣味的な農業を行う場合については、特定農地貸付けに関する農地法等の特例に

関する法律により、農地法第３条の許可を受けずに市町村等から農地を借り受けることが可能で

すので、この制度を活用してください。 

 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

  

⑨対応状況・ 

対応方針 

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

（説明） 

 

 

 

 

 

  

⑩担当局課室等名 農村振興局地域振興課、経営局構造改善課 
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                                    【農林水産省】  

①分     野  農林水産業 ②意見・要望提出者 （社）日本経団連 

③項     目  無糖ココア調製品の関税割当枠の拡大等   

 

④意見・要望 

  等の内容 

１ 関税割当枠の拡大、国産粉乳との抱合せ率の緩和 

２  国産粉乳使用台帳等の記載内容の簡素化 

 

⑤関係法令  関税暫定措置法 ⑥共管  財務省 

⑦制度の概要  昭和６３年４月からのチョコレート菓子関税の大幅な引下げ(２０％→１０％)の実施に伴い、国内

チョコレートメーカーへの影響を考慮して、国産粉乳の安定的引取りにも配慮しつつ、チョコレート

メーカーの原料調達コストの低減を図るため、昭和６３年度よりチョコレート製造用のココア調製品

（無糖）に国産粉乳との抱合せを伴う関税割当制度を導入している。 

  国産粉乳との抱合せ率は、現在、国産粉乳１に対して無糖ココア調製品２．６となっている。 

  また、当制度は、チョコレート製造用として使用する無糖ココア調製品について、国産粉乳との抱

合せを条件として一次関税を無税としていることから、厳正に運用する必要があるため、品名・規格・

数量等に関する台帳の整備を行っている。 

⑧計画等にお  け

る記載の 状況 

 該当なし 

 

 

⑨対応の状況  ■措置済・措置予定   □検討中     ■措置困難      □その他 

  ■ 措置済       □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

□ 措置予定      □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：     ） 

 

 

（説明） 

 無糖ココア調製品の割当枠及び抱合せ率については、当該年度におけるチョコレート製造用の当該調製品及び国産粉

乳の需給を勘案し設定している。 

 また、無糖ココア調製品は、国産粉乳との抱合せを条件として一次関税を無税としていることから、その使用実態を

確認するために必要な品名・規格・数量等に関する台帳の整備を行っているものである。 

  要望１の枠の拡大については、平成１４年度より約２．１万トンへ拡大したところである。 

 要望１の抱合せ率の緩和については、競合する国産粉乳の需給に配慮する必要があること、また、要望２については、

本制度運用上不可欠なものであることから、要望内容の措置は困難である。 

 

⑩担当局課室等名  総合食料局食品産業振興課  
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                                  【農林水産省】  

①分       野  農林水産業 ②意見・要望提出者 （社）日本経団連 

③項        目  調製食用脂の関税割当枠の拡大   

 

④意見・要望  

  等の内容 

 

ニュージーランド産以外の各国産の製品についても、乳脂肪を含む調製食用脂の関税割当枠

の拡大を図るべきである。  

⑤関係法令  関税暫定措置法 ⑥共管  財務省 

⑦制度の概要  調製食用脂（乳脂肪分と植物油脂を混合したもの）は、国産バターと競合するものである

が、その輸入の増大が国内で問題となり、昭和５６年度から輸出国のＮＺに対して輸出自主

規制を要請し、輸入貿易管理令に基づく事前確認制対象品目に指定することとなった。  

 その後、ＵＲ農業合意に基づき関税化され、当時の輸入実績をアクセス約束数量とし平成

７年度より関税割当に移行した。その際、ＮＺとの交渉の結果、全体の割当量（約１．９万

トン）のうちの６割にあたる約１．２万トンをＮＺ産に割り当てることとなった。  

 残りの約７千トンについては、国別割当は実施していない。 

⑧ 計 画 等 に お 

け る 記 載 の 

状況 

 該当なし 

⑨対応の状況  □措置済・措置予定  □検討中   ■措置困難   □その他  

□ 措置済     □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定     □ 具体的措置の検討中       

 

（実施（予定）時期：     ） 

 

（説明）  

 全体の枠は現在も変わらず約１．９万トンであり、ＮＺ産は約１．２万トン、残り約７千トンはＥＵやシ

ンガポールから輸入されている  

 関税割当数量の取扱いについては、競合する国内の乳製品の需給に配慮する必要があることから、要望内

容の措置は困難である。  

 

 

 

⑩担当局課室等名  総合食料局食品産業振興課 
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                                     【 農林水産省 】 

①分   野 農林水産業 ②意見･要望提出者 カナダ政府 

③項 目  日本農林規格について 

④意見・要望

等の内容 

 

 

 

(1)複合製品の規格など、新しい技術が急速に進歩している分野の規格の見直しをより頻繁

に行う。 

(2) ＪＡＳ１１１の下で製材の樹種の同等性を決定するための基準を作成する。 

(3) ２００５年以前にＪＡＳ１４３を改定することを検討する。 

(4)農林物資規格調査会部会へのカナダの参加を検討する。 

 

⑤関 係 法 令  ＪＡＳ法 ⑥共管 

 

なし 

⑦制度の概要 

 

ＪＡＳ法に基づきＪＡＳ規格は５年以内に見直すこととなっている。見直しの際はＪＡ

Ｓ調査会に諮問をすることになっている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     ■ 措置困難  □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

 

（説明）  

（１）ＪＡＳ規格の改正は基本的に定期見直しで実施しているが、具体的な要望があれば個別にお聞かせい

ただきたい。 

（２）同等性の評価のためのマニュアルについて、現在検討を進めているところであり、遅くとも本年中に

結論を出したいと考えている。 

（３）ＪＡＳ規格の定期見直しについては、改正ＪＡＳ法に基づき、平成１２年度から始めたところであり、

林産物の２４品目について、５年計画で順次見直しの作業を行うこととしていることから、現段階で、

平成１２年度に見直しを行った針葉樹の構造用製材の規格の見直しを平成１７年度以前に前倒しし

て実施することは困難である。しかし、次回の見直し作業にあたって必要な資料の準備等を行うこと

は有益と考えているので、改正の要望については、随時お聞かせいただくとともに資料提出にも御協

力願いたい。 

（４）農林物資規格調査会部会の専門委員として、既に貴国林産業関係者を任命しているところであるが、 

  専門委員数には上限もあり、今後もご要望をお聞きしながら対応したい。 

⑩担当局課室等名 総合食料局品質課 
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                                           【 農林水産省 】 

①分    野 流通 ②意見･要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項 目 乳製品の高関税の是正 

 

④意見・要望等

の内容 

 ガットウルグアイラウンドの農業交渉による「例外なき関税化」に伴い、一定の関税相当量を支払

えば、誰でも任意に輸入できるが、実際には関税が高く輸入メリットがない。 

 

⑤関 係 法 令 関税暫定措置法第２条、加工原料乳生産者補

給金等暫定措置法第１４条～１４条の５  

⑥共 管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

牛乳・乳製品の輸入制度 

 牛乳・乳製品の輸入制度（関税率及び関税割当）は、ＵＲ農業合意による国際約束に基づき実施し

ているものである。 

 

 主な乳製品の関税率 

  脱脂粉乳        21.3%+396 円/kg 

  バター                      29.8%+985 円/kg 

  ナチュラルチーズ    29.8% 

プロセスチーズ     40.0% 

   アイスクリーム             21.0% 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

該当なし  

 

 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

 現行の制度は、ＵＲ農業合意による国際規約に基づくものである。当該事項については、我が国の国際約束の履行

と密接に関連するものであること、また、上記の法令に基づき適正に実施されているところであることから、措置は

困難である。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 生産局畜産部牛乳乳製品課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分   野  流通 ②意見･要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項 目 牛肉、食肉調整品、豚肉に係る関税の見直し  

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 牛肉は高関税品目であり、国内価格の上昇（高値）要因となっているため、これを是正すべきであ

る。 

 豚肉については、国内の養豚農家保護との側面もあるが、消費者に対して「良質の豚肉を安く」販

売する立場からは「差額関税制度」という関税障壁は早急に撤廃すべき。 

 

⑤関 係 法 令 関税暫定措置法第２条第３項  ⑥共 管 財務省 

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

 ＵＲ合意の結果に基づき、牛肉・食肉調整品は関税を賦課されている。（平成１４年度：38.5％） 

 また、豚肉については、ＵＲ合意の結果、輸入価格が分岐点価格である 524 円/kg（部分肉、以下

同じ）を超える場合は 4.3％の定率、従量税適用限度価格までは従量税 482 円/kg、従量税適用限度

価格を超え分岐点までは基準輸入価格 546.53 円/kg との差額が、それぞれ関税として賦課されてい

る。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

 牛肉・豚肉の関税率は、国内関係者への影響が大きい中、ＵＲ交渉で最大限の譲歩を行った結果、平成１２年度ま

でに段階的に引き下げられた（牛：50％→38.5％、豚：613.34→546.53 円/kg）ところであり、これを見直すことは困

難である。 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 生産局畜産部食肉鶏卵課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 流通 ②意見･要望提出者 （社）日本経団連 

日本チェーンストア協会 

③項 目  米穀（計画流通米）小売業の登録更新手続の簡素化 

 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

①登録小売業者の登録有効期間を大幅に延長する等、登録更新手続きを簡素化すべきである。 

②特に、期間中に変更届出を行っていて、その後変更のない者については、更新時には必要最低限の

添付書類の提出で足りることとし、「登記簿謄本」、「米穀の販売を行うための売場、その他常設の

事業所を権原に基づいて利用できることを証する書面（例：賃貸借契約書）」は不要とすべきである。 

⑤関 係 法 令  主要食糧の需給及び価格の安定に関する

法律第 35 条、47 条において読み替えて準用

する法第 10 条第 1 項、第 3 項 

⑥共 管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

①小売業の登録の有効期間は、登録を受けた日から起算して３年とされた。 

②有効期間の満了後引き続き小売業を行おうとする者は、更新の登録を受けなければならない。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  ■ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

 

（説明） 

１ 業者登録制度については、平成 14 年 12 月 3 日に決定した「米政策改革大綱」において、「安定供給を図るため

の危機管理体制を体系的に整備することとし、この前提として、流通業者について、届出制の導入等により平常時

から幅広く把握できる体制を構築する。」との方向性が示されたことから、現在、法律改正の作業を行っていると

ころである。 

 

２ 小売業の登録制度については、有効期間の定めのない届出制に法律改正することにより、更新登録の手続きが不

要となる。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 食糧庁消費改善課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分   野  流通 ②意見･要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項 目 高関税率の是正                                                  

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

加 工 鰻 の 高 関 税 率 の 是 正                                               
                                           

⑤関 係 法 令 
関 税 定 率 法 第 ３ 条  ⑥共 管 なし 

⑦制度の概要  

 

 

 

Ｕ Ｒ 合 意 の 結 果 、加 工 鰻（ ウ ナ ギ 調 整 品 ）に は 平 成 １ ３ 年 度 は 従 価 格 で ９ ．６ ％
（ 特 恵 税 率 は ７ ． ２ ％ ） の 関 税 を 賦 課 し て い る 。  

⑧計画等にお

ける記 載の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 

 

 

 

 

 

 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

 

（実施（予定）時期：          ）    

 

（説明） 

加工鰻（ウナギ調整品）の関税率は、国内関係者への影響が大きい中、ＵＲ交渉で最大の譲歩を行い１５％から９．

６％に引き下げられたところであり、これを見直すことは困難である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 水産庁加工流通課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分   野  流通 ②意見･要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項 目  輸入割当（ＩＱ）制度の撤廃 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

水産物（ニシン、たら、ぶり、さば、いわし、あじ、さんま、ホタテ、貝柱、煮干）に関する輸入割

当（ＩＱ）制度の撤廃 

⑤関 係 法 令 外国為替及び外国貿易法第 52 条､輸入貿易

管理令第 3 条及び第 9 条 

⑥共 管 経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

我が国の零細かつ多数の沿岸・沖合漁業者の主対象漁獲物について、無秩序な輸入がこれら漁業者に

悪影響を与えないよう、その輸入について割当制としており、各品目毎に年１回輸入割当限度数量（又

は金額）を定めている。                                                          

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

 

（説明） 

我が国の零細かつ多数の沿岸・沖合漁業者の主対象漁獲物については、近隣諸国と資源、漁場面で競合していること

等を考慮し、無秩序な輸入がこれら漁業に悪影響を与えないよう、その輸入について割当制としていることから、こ

れを撤廃することは困難である。                                                                        

一方、先着順割当（輸入枠（ＩＱ）を有していない者のための割当）の増大による新規参入者の拡大等制度の運用の

改善を図ってきているところである。                  

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 水産庁漁政部加工流通課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分   野  流通 ②意見･要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項 目  卸売市場法の活性化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

・第三者販売の禁止 

 卸売市場法により市場に入荷した商品は必ず仲卸を経由することが義務付けられている。中間マー

ジンの排除のためにも規制の撤廃が必要である。 

・自己の計算による卸売の禁止 

卸売市場法により青果物は市場手数料が商品によって決められており、自由な取引ができずに商品

開発等にメリットが発揮できない。 

 

⑤関 係 法 令 卸売市場法  ⑥共 管 なし 

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

 卸売市場の整備を促進し、及びその適正かつ健全な運営を確保することにより、生鮮食料品等の取

引の適正化とその生産及び流通の円滑化を図り、もって国民生活の安定に資する。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 規制改革推進３か年計画 Ⅲ７（３）エ① 

 生鮮食料品流通制度については、「卸売市場について、市場外流通とコスト、サービス面で対抗し

得るような競争力の強化を図るため、市場関係者の経営問題、市場の有する諸機能の向上策等も含め

た総合的な検討を行う中で、卸売手数料の問題について検討を行う。」とされている。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

１ 要望内容については、①卸売業者は、仲卸業者だけでなく売買参加者にも卸売りできるほか、仲卸業者、売買

参加者以外の者にも卸売りできる場合もあること、②卸売業者は、一定の規格または貯蔵性を有し、かつ、供給事情

が比較的安定している生鮮食料品等については自己の計算において卸売りできること等事実と異なる部分がある。 

２ なお、消費者、学識経験者、市場関係者等をメンバーとする「食品流通の効率化等に関する研究会」を開催し、

卸売市場のあり方を含めた食品流通の構造改革の方針について検討を進めているところ。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局卸売市場室 
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                                    【農林水産省】 

①分    野 流通 ②要望提出者 日本経済団体連合会 

③項    目 食品表示制度の改善について 

 

④要望の内容 

 

 

 

 

 

・食品の表示制度に関する懇談会の中間取りまとめに盛り込まれた事項（用語・定義の統一、相談窓

口の一元化等）を速やかに実現すべき。 

・表示項目の見直しにあたっては、事業者の意見も十分に踏まえ、簡素で効果的なものとなるよう要

望。また、表示項目の見直しに伴って複数の制度の表示ルールを改正する必要がある場合、これらの

改正時期を可能な限り同時期とするよう要望。 

⑤関 係 法 令 食品衛生法、ＪＡＳ法 ⑥共管 （食品衛生法については厚生労働省所管、Ｊ

ＡＳ法については農林水産省所管） 

⑦制度の概要 

 

 

 

食品の表示制度は、現在、食品衛生法、ＪＡＳ法等複数の法律に規定されている。このため、各表示

制度に基づく表示項目・表示内容の整合性がとれておらず、用語や定義の統一性が欠けているものが

あり、解釈等に関する情報提供などの運用面でも統一性に欠けるといった指摘がある。 

⑧計画等にお

ける記 載の

状況 

  

⑨対応状況・ 

対応方針 

■措置済･措置予定   ■ 検討中    □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

（実施（予定）時期：          ） 

（説明）  

分かりやすい食品表示の実現のため、厚生労働省、農林水産省等が連携して、 

（１）食品衛生法に関する審議会とＪＡＳ法に関する調査会の共同会議を開催し、ＪＡＳ法及び食品衛生法に共通す

る表示項目の整合性の確保等を中心に、食品の表示に関する基準全般について調査審議する（注１）、 

（２）食品衛生法及びＪＡＳ法で規定された表示に関する相談等を一元的に受け付ける相談窓口を設置する（注２）、 

（３）食品の表示制度を一覧できるような分かりやすいパンフレットを作成する 

といった取組みを行っている。 

（ 注 １ ） 14 年 12 月 11 日 に 第 １ 回 共 同 会 議 を 開 催 。 第 ２ 回 を 15 年 1 月 22 日 に 開 催 。  

（ 注 ２ ） 14 年 12 月 16 日 に 設 置 済 み 。  

 

 

 

⑩担当局課室等名 総合食料局品質課 
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                                  【 農林水産省 】 

①分    野 流通 ②要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項    目 動物用医薬品販売に関する緩和 

④要望の内容 

 

 

動物用医薬品を販売するには、医薬品の一般販売業の許可業者であっても、動物用医薬

品の一般販売業の許可を取得する必要があるが、この許可制を届出制とし、６年ごとの更

新も不要とする。 

⑤関 係 法 令 薬事法第２４条、第２５条、第２６条第

１項、同条第２項及び第８３条 

（動物用医薬品等取締規則第２０条） 

⑥共管 厚生労働省 

⑦制度の概要 

 

 

 

動物用医薬品を販売するには、動物用医薬品の販売業の許可を受けなければならないとされている

（薬事法第２４条及び第８３条）。このため、人体用医薬品の一般販売業者であっても、動物用医薬

品を販売するには、動物用医薬品の一般販売業の許可を受けることが改めて必要である。 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

  対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

（説明）  

 医薬品の販売等の行為は、医薬品の特殊性にかんがみ、その販売等を国民の自由に委ねることは保健衛生

上不適当であるので、これを業として行うことを一般的に禁止し、基準を満たした者に対してのみ許可を与

えることとされている。動物用医薬品については、①使用対象動物が多岐にわたり薬物代謝等がさまざまで

あること、②それぞれの動物に人間とは異なる多くの疾病があること、③畜産物への残留を防止するための

休薬期間、使用規制があること、④特殊な剤型（レンガ様の固型剤、乳房注入剤など）、包装形態（20kg

入りの袋など）のものがあること等人体用医薬品とは異なる特性があり、またこのため動物薬事行政を所管

する各都道府県の農林水産部局による一連の監督を行う必要があることから、農林水産大臣がその製造・輸

入を承認したものについて、農林水産大臣が定めた基準を満たした者にのみ一般販売業の許可を与えること

とされている。 

また、許可の更新については、施設の改修等による許可後の状況の変化を定期的に確認し、もって医薬品一

般販売業の水準を常に維持する必要があることから、これを行うこととしているものである。なお、許可の

有効期間については、「許可等の有効期間の延長に関する法律（平成９年法律第１０５号）」により３年か

ら６年に倍加されたところである。 

 

 

⑩担当局課室等名 生産局畜産部衛生課薬事室 
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                                  【 農林水産省 】 

①分   野 流通 ②要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項   目  米穀（計画流通米）小売業の登録更新手続きの簡素化及び登録有効期間の延長 

④要望の内容 米穀小売業者の登録に係る申請書類の簡素化及び登録有効期間の延長について 

⑤関 係 法 令 主要食糧の需給及び価格の安定に関する

法律第４７条第１項で読み替えて準用す

る第１０条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

１ 有効期間の満了後引き続き小売業を行おうとする者は、更新の登録を受けなければな

らない。 

２ 小売業の登録の有効期間は、登録を受けた日から起算して３年とする。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

 

（説明）  

 

１   現 在 、小 売 業 者 の登 録 の更 新 に当 たって提 出 を求 めている書 類 は、申 請 書 、事 業 計 画 書 、登 記

簿 謄 本 等 現 行 制 度 における登 録 要 件 の充 足 を確 認 する上 で必 要 最 小 限 となっているが、米 政 策

全 体 の見 直 しの中 で、計 画 流 通 制 度 見 直 しと併 せ、検 討 中 である。  

２  小 売 業 者 の登 録 有 効 期 間 の延 長 については、米 政 策 全 体 の見 直 しの中 で、計 画 流 通 制 度 見 直

しと併 せて、検 討 中 である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 食糧庁消費改善課 
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                                  【 農林水産省 】 

①分    野 流通 ②要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項    目  米麦加工食品の輸入における納付金の徴収・届出制の廃止  

④要望の内容 

 

 

 米麦加工食品（例：冷凍もち巾着、小麦粉）の輸入の際に、食糧庁への届出が必要。 

 また、納付金を支払う必要があるためコストが上昇し輸入メリットがない。 

 このため、納付金の徴収制度・届出制を撤廃されたい。 

⑤関 係 法 令 主要食糧の需給及び価格の安定に関す

る法律第６５条、第７０条 

�共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 主要食糧である米、麦及びその加工品の輸入を行おうとする者は、国際約束に従って定

められた額に輸入数量を乗じた額を政府に納付しなければならない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

 

（説明）  

 

１． 食糧法においては、政府が主要食糧の買入れ、輸入及び売渡しの措置を総合的に講ずることにより、

主要食糧の需給及び価格の安定を図り、もって国民生活と国民経済の安定に資するとされている。 

２． このため、主要食糧である米麦及び汎用性の高い米麦加工食品の輸入については、国内産米麦の需

給・価格の安定に出来るだけ影響を与えないよう、国家貿易品目とするとともに政府以外の者が輸入

する場合には、ＵＲ農業合意に基づき基準期間（1986～88 年）における実際の内外価格差を用いて

適切に設定された二次税率を徴収している。 

３． 二次税率の徴収方法については、ＷＴＯ農業協定に明記されておらず、各加盟国の裁量に委ねられて

いる。我が国の米麦及び米麦加工食品の場合、二次税率のすべてを関税収入とするのではなく、食糧

庁がマークアップ（国家貿易による輸入における売買差益）の上限額に相当する額を納付金として徴

収することが米麦の需給及び価格の安定を図るという食糧政策上妥当なものと考えている。 

    食糧庁が徴収した納付金については、食糧管理特別会計の歳入とし、米麦の需給及び価格安定を図

るための経費（国内産米の備蓄経費等）に充当している。 

 ４．なお、米麦加工品を輸入する場合については、届出の対象としていない。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 食糧庁加工食品課 
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                                  【 農林水産省 】 

① 分 野 流通 ②要望提出者 日本チェーンストア協会 

③ 項 目 植物検疫の緩和 

④要望の内容 

 

 

輸入商品の価格の引き下げや鮮度の向上を図るため、チェリー、リンゴ、マンゴウ、パ

パイヤ等、生果実の輸出の際に行われる日本側植物防疫官による現地での検疫実施確認を

廃止する。 

⑤関 係 法 令 植物防疫法 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

我が国は、農作物に重大な被害を与えるおそれのある病害虫の侵入を防止するために、

国と植物を特定し、その輸入を禁止している（植物防疫法第７条第１項）。 

しかしながら、輸出国において、当該病害虫の我が国への侵入を防止する検疫措置（消

毒処理等）が確立された場合には、その措置を確実に講じたことを日本の植物防疫官が確

認することを条件に輸入を認めている。 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

 該当なし 

⑨対応状況・ 

 対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難  □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月）    

 

（説明）  

 １．仮に適切な消毒処理等が行われない植物が輸入されてしまった場合には、侵入を警戒している病害虫

が我が国に侵入してしまう危険性があり、このような事態となれば、その病害虫により我が国の農業生

産が甚大な被害を受けるとともに、病害虫の撲滅に莫大な費用を要することとなる。 

２．このような事態を回避するため、消毒処理等を条件として輸入を解禁する場合には、消毒施設が消毒

処理を実施する施設として適当であるか、消毒処理が適切に実施されているか等を現地で確認する必要

がある。この確認業務に関しては、農産物に重大な被害を与えるおそれのある病害虫の侵入を許した場

合、被害を受けるのは我が国であり、政府にはそれを防ぐ義務がある等の理由から実施しているもので

あり、今後とも我が国の植物防疫官の派遣を廃止することはできない。 

３．なお、日本から米国や豪州に一定の条件のもとに農産物を輸出する場合にも、輸入国の検査官が来日

し、消毒等の検疫措置の確認を実施している。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 生産局植物防疫課検疫対策室 

                                  【 農林水産省 】 

①分     野 エネルギー ②要望提出者 日本風力発電協会 
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③項    目 風力発電の立地促進に関する規制緩和及び許認可手続きの簡素化 

④要望の内容 

 

地域森林計画対象の民有林地・公有林、および保安林における風力発電事業に係わる 

開発行為の規制緩和（林地開発許可制度に関しては、許可に要する期間を短縮することを

要望） 

⑤関 係 法 令 森林法第 10 条の２ ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 都道府県知事は、開発行為の許可の申請があった場合において、当該開発行為が森林

の土地に及ぼす影響に関し、�災害の防止、�水害の防止、�水の確保、�環境の保全とい

った公益目的の達成に必要な要件を満たす場合は許可しなければならないこととされて

いる（森林法（以下「法」という。）第１０条の２第２項）。 

法第１０条の２に基づく開発行為の許可に要する期間については、都道府県知事が定

めるべき標準処理期間をおおむね 80 日以内（「森林法に基づく都道府県知事の処分に係

る審査基準等について」（開発行為の許可及び保安林等における制限関係）（平成 6 年 9

月 16 日付け 6-18 林野庁治山課長通知））としており、平成１２年４月、「地方分権の

推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（平成１１年法律第８７号）の施行

により、林地開発許可制度が都道府県知事の自治事務とされて以降、都道府県知事はこ

れを目安として処理しているところである。 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

該当なし 

⑨対応状況・ 

対応方針 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施(予定)時期： 年 月） （結論時期： 年 月） 

 

（説明）  

 法第１０条の２に基づく開発行為の許可は、都道府県知事の自治事務であり、この許可に要する期間につ

いては、都道府県知事が行政手続法第６条に基づいて標準処理期間を定めることに努め、これを定めたとき

には公にすることとなっている。 

 都道府県が、国が示している標準処理期間の目安を踏まえつつ、実際に許可申請書を受理してから許可に

要している期間に即して、この期間を定めるものであり、都道府県に要望されたい。 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 林野庁森林整備部治山課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分    野 エネルギー ②意見･要望提出者 風力発電事業者懇話会外 

③項 目  売電を目的とした民間風力発電事業への国有林野の貸付要件 

④意見・要望等

の内容 

 

 

「国有林野を自然エネルギーを利用した発電の用に供する場合の取扱いについて（平成１３年９月７

日付け１３林国業第６５号林野庁長官通達）」によれば、売電を目的とする民間事業としての風力発

電を実施する場合、貸付面積５ha、貸付料年額３０万円を超えない範囲と規定されているが、当該上

限の規制を緩和されたい。  

 

⑤関 係 法 令 国有林野の管理経営に関する法律第７条 

会計法第２９条の３ 

予算決算及び会計令第９９条 

⑥共 管 なし 

財務省所管 

財務省所管 

⑦制度の概要 

 

 国有林野における風力発電を含む自然エネルギー利用の発電の取扱いについては、次の関係法令の

規定を踏まえた上で、地球温暖化の防止、地域振興等の観点から、国有林野に賦存している自然エネ

ルギーの利用の促進を図るため、所要の林野庁長官通達（「国有林野を自然エネルギーを利用した発

電の用に供する場合の取扱いについて」（平成１３年９月７日付け１３林国業第６５号））を整備し

たところである。 

１ 国有林野の管理経営に関する法律（昭和２６年法律第２４６号） 

国有林野の管理経営に関する法律第７条は、「国有林野の用途又は目的を妨げない限度」におい

て契約により使用収益させることができると規定されているところである。本事案は、売電を目的

とする民間事業者に対して国有林野を貸し付けるものであることから、地方公共団体及び一般電力

会社等の場合と異なり、同法第７条第１項第１号（公用、公共用又は公益事業の用に供するとき）

等に基づくことが困難であると位置付けた上で、使用用途にかかわらず貸付けすることができる旨

を特に規定している同項第５号（５ｈａを超えない範囲内において貸し付ける場合）に基づき貸し

付けることとしているところである。 

２ 会計法（昭和２２年法律第３５号） 

  会計法第２９条の３第５項は、随意契約によることができる場合について規定しているところで

ある。具体的には、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第９９条に規定されており、

本事案は、上記１と同様の理由により、同条第２１号（公共用、公用又は公益事業の用に供するた

めに貸し付けるとき）等に基づくことが困難と位置付けた上で、同条第６号（予定賃貸料の年額又

は総額が３０万円を超えない場合）に基づき貸し付けることとしているところである。なお、同条

第２１号等により貸し付ける場合は、財務大臣への協議が必要とされているところである。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 
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⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ） 

（説明） 

 本事案は、売電を目的とする民間風力発電事業であり、公益事業等として位置付けられていないため、林野庁長官

通達に定めた取扱いによらざるを得ない状況にある。したがって、貸付面積５ｈａ、貸付料年額３０万円を超えて国

有林野を貸し付けするためには、新たに公益事業等として位置付けられることが必要である。 

 

⑩担当局課室等名  林野庁業務課国有林野管理室 
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                                 【 農林水産省 】 

①分   野 運輸 ②意見･要望提出者 （社）日本船主協会 

③項   目 内航船接続時の積替届けの廃止 

④意見・要望

等の内容 

 植物検疫の対象貨物を，外航船から内航船に積み替え，他の港に回漕しようとするとき

の植物防疫所への積替届けの提出を廃止してほしい。 

⑤関 係 法 令  植物防疫法 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

１．植物は省令で指定された港以外の場所で輸入してはならないこと(法第６条第３項)及

び指定された港に到着後は，遅滞なく植物防疫所に届け出て検査を受けなければならない

こと(法第８条第１項)が義務づけられている。 

２．ただし，密閉型コンテナーで輸入される植物については，最終仕向先港以外の港にお

いて外航船から一次的に卸下し，開扉することなく速やかに内航船に積替えて最終仕向先

港に回漕される場合には，積替えが行われる港を管轄する植物防疫所に積替届けを提出し

て確認を受ければ，外航船が到着した港ではなく，最終仕向先港において植物防疫所の検

査を受けることができる。 

 ※ 外航船＝外国と貿易を行うため外国航路を航行する船舶。 

   内航船＝国内沿海を航行する船舶。 

⑧計画等にお

ける記載の

状況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

  □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

１．植物防疫法において、植物は省令による指定港以外での輸入が制限され、指定港で輸入検査を受けなけ

ればならないと義務づけられているのは、海外からの病害虫の侵入及びまん延を水際で防止し、輸入検

疫の的確かつ効率的な実施を確保するために規定されているものである。 

２．密閉型コンテナーで輸入される植物については、積替え港での病害虫の侵入及びまん延の危険性がない

という植物検疫上の条件が満足される場合、すなわち、開扉されず、速やかに内航船に積替えることが

確保され、その事実が積替届けにより確認される場合に限って、最終仕向先港での輸入検査を受けられ

ることとした措置である。 

３．このため、①外航船から卸下したコンテナが，植物防疫所の取締りが可能である指定港において確実に

内航船に積替えられること、②内航船は国内のどこの港にも入港することが可能であることから，積替

えた植物の仕向港が植物防疫所の検査が可能な指定港であること、等について確認することは植物検疫

上の実効性を確保するため必要不可欠である。 

４．したがって、この確認事務のための「積替届け」の提出は廃止できない。 

⑩担当局課室等名 生産局植物防疫課 



 65

                                  【 農林水産省 】 

①分    野 運輸 ②意見･要望提出者 大阪商工会議所、（社）日本経済団体

連合会、（社）日本船主協会 

③項 目 輸出入・港湾諸手続の簡素化およびワンストップサービスの実現 

④意見・要望

等の内容 

 

 

 

2003 年度までに、入港から輸入許可に要する時間を最短で 24 時間以内に短縮するため、

各種申請の必要性について根本から再検討を行うこと、現行の申請書類を可能な限り削減

し、業務改革（BPR）を進めることが重要である。その上で、全ての輸出入・港湾関連手続

を統合し、１回の入力・送信で複数の申請を可能とするシングルウィンドウ（ワンインプ

ット）システムを整備すべきである。（その他「現行の港湾・輸出入諸手続全ての見直し

に関する意見１件」「輸出入や検疫、通関などの手続についても手続窓口の一本化の意見

１件」） 

また、NACCS データの有効活用による船社等に課されている港湾統計等の申告義務の免除

あるいは廃止及び申請データや各種統計資料の関係官公庁による共有化を進めること。 

 

⑤関 係 法 令 関税法、家畜伝染病予防法、植物防疫法、

等 

⑥共管 財務省、国土交通省、経済産業省、法

務省、厚生労働省 

⑦制 度 の 概

要 

 動植物を輸入する場合には、動植物検疫を受け、合格した旨を税関に示さなければ通関

できない。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 輸出入・港湾関連手続のワンストップサービス（シングルウィンドウ化）の推進【平成

15 年度の出来るだけ早い時期に運用開始】 

港湾における輸出入手続等については、我が国港湾の競争力強化、物流の効率化等の観点

から、電子的な申請・処理を原則とし、そのワンストップ化が極めて重要である。 

必要なことは、利用者にとって使いやすく、運用に当たってコストが低く、国際標準にも

配慮し、手続面で簡素なシステムとなっていることである。このため、既往の部分システ

ムの改善にも努めつつ、平成 15 年度の出来るだけ早い時期に、上記の要請を満たしたシス

テムの運用開始ができるよう、関係省庁で合意した基本方針（グランドデザイン）に基づ

き、関係省庁が協力して、検討・調整を進める。 

 輸出入・港湾関連手続について（中略）統計情報を含め、現行の提出書類を徹底的に見

直し、標準化を実施するとともに、他府省と重複するもの、また単なる参考資料として提

出を求められているものについては、一本化あるいは廃止を検討する。 

 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  ■ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：15 年度のできるだけはやい時期）    
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（説明）  

（１） 輸出入・港湾関連手続のシングルウィンドウ化については、平成１５年のできるだけ早い時期を

目標にこれを実現することとしており、関係府省と連携、協力しつつ、現在、鋭意システム開発

作業を進めているところである。 

（２） シングルウィンドウ化に当たっては、利用者にとって使いやすく、運用に当たってコストが低く、

国際標準にも配慮し、手続面で簡素なシステムを構築するよう取り組んでいるところであり、こ

れまで、シングルウィンドウ説明会を全国６カ所で開催するなど、民間利用者の意見聴取にも努

めてきたところである。 

（３） また、手続の徹底した見直しについては、今後とも、各種手続の必要性を逐次検討し、その見直

しが必要なものについては、適宜、措置していくこととしているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 生産局植物防疫課、畜産部衛生課 
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                                       【 農林水産省 】 

①分   野   その他 ②意見･要望提出者 (社)リース事業協会 

③項 目  リース(延払)非適用の補助金制度等へのリース(延払)の適用 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 自己資金等によって設備を調達した場合に利用できる補助金制度等について、リース(延払) 

によって設備等を使用(調達)した場合においても同等の措置を講じること。 

  

 

⑤関 係 法 令  なし ⑥共 管  なし 

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

 各補助事業につき実施要領等を制定し、農業機械等各種のリースに関して補助事業の対象となる 

場合はその旨の記載をしている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  ■ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  農林水産省においては、各種補助事業において、農業機械等のリースについて補助対象としている 

      ところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 大臣官房予算課 
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